
 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 
 

災害査定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 
 



 
 
○下水道 

【概要】 

下水道の査定は平成２３年６月１３日から災害査定を

開始した。 

全１３次査定までの地震災の総計として県が１２１

件，市町村が４９１件，計６１２件の査定を行った。

うち協議設計箇所が１２６件となった。 

 
 

 

 
【査定の簡素化について】 

 被害が甚大であったことから調査期間の短縮を図る

ため，国土交通省から下水道施設被災状況調査の簡素

化が示された。管渠については，目視による路面状況，

マンホールの滞水状況及び測量による管渠の逆勾配ま

たはたわみ等から，入れ替える必要が明確に判断でき

る場合は，TV カメラ調査を簡素化できることが可能と

なった。機械設備については電気部品又は電気設備が

津波により水没した場合は調査を簡素化できることに

なった。 
 
【申請単位について】 

 災害復旧事業の災害査定等については、「公共土木

施設災害復旧事業費国庫負担法事務取扱要綱申請」及

び「公共土木施設（下水道・公園）災害復旧事業査定

方針」により行っているところであるが、１箇所の考

え方が処理区の吐口単位から処理分区、幹線管渠を基

本として分割が可能となった。終末処理場・ポンプ場

においては主要な施設または対象工種（土木、建築、

機械、電気)ごとに内容を勘案し一箇所とすることがで

きた。 
 
【段階的復旧について】 

 被災した下水道施設について、適切な応急復旧を行

い、再度災害を防止する本復旧を行うために「下水道

施設の復旧にあたっての技術的緊急提言」がとりまと

められその後応急復旧で段階的に処理レベルを向上さ

せるにあたっての基本的考え方が２次提言「段階的応

急復旧のあり方」としてとりまとめられた。仮処理施

設工事は本復旧までに時間を要する場合においては、

段階的に処理レベルを向上させるための工事を含むも

のである。 

 
【改良復旧について】 

 下水道の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の

改良、可撓継ぎ手の設置を講じた。 

地下水位が常時あるいは一時的に高くなることが予想

される場合には埋め戻し部の液状化対策を行った。埋

め戻し土の締め固め、砕石による埋め戻し、埋め戻し

土の固化処理を行った。ポンプ室、電気室、監視制御

室など重要な施設は扉の水密化、施設の配置、据え付

け高さを決定し、現行基準等による現形復旧を行った。 
 
 
【限度額について】 
机上査定の適用を一箇所工事の国庫負担申請額を三

百万円未満から五千万円未満、これが三億円未満に引

き上げられた。さらに保留となる決定見込み金額が四

億円から三十億円に引き上げられた。また協議設計の

対象となるものに復興計画と関係がある場合が追加さ

れた。これにより平成２３年１２月２２日に査定を完

了することができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

決定件数及び金額総計表

件数 金額 件数 金額 件数 金額
通常 121 40,205,781 365 32,248,815 486 72,454,596

協議設計 0 0 126 149,155,699 126 149,155,699
合計 121 40,205,781 491 181,404,514 612 221,610,295

(仙台市除く）

総計県 市町村

【１】国土交通省の災害査定 

図-1 図-2 

第３次査定 第４次査定 
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査定件数、申請及び決定額表（県及び市町村計）
次数 班数 件数 申請額（千円） 決定額（千円）

2 H23.6.13～6.17 3 60 3,441,463 2,773,297
3 H23.7.4～7.8 4 52 3,555,773 3,428,313
4 H23.7.11～7.15 3 48 3,672,059 3,631,608
5 H23.8.1～8.5 3 31 2,553,162 2,532,305
6 H23.8.22～8.26 4 42 11,226,497 11,137,541
7 H23.9.5～9.9 4 37 5,357,812 5,353,142
8 H23.9.26～9.30 4 37 10,963,292 10,962,586
9 H23.10.11～10.14 4 44 5,514,262 5,289,568

10 H23.10.24～10.28 4 38 11,301,875 11,211,692
11 H23.11.7～11.11 3 27 5,254,240 5,215,805
12 H23.12.5～12.9 3 28 4,764,320 4,743,478
13 H23.12.19～12.22 6 168 155,365,650 155,330,960

計 45 612 222,970,405 221,610,295
(仙台市除く）

期間
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国土交通省からの発出文書

発出日時 発出番号及び文書名 発出者 発出文書の概要

平成23年4月5日 国都防第１号

平成23年4月5日 事務連絡

平成23年4月15日 事務連絡

平成23年4月19日 事務連絡

平成23年4月19日 国都防第１１号

平成23年5月10日 事務連絡

平成23年5月11日 事務連絡

平成23年5月11日 国都防第１９号

平成23年5月19日 事務連絡

平成23年6月13日 事務連絡

平成23年6月17日 事務連絡

平成23年11月4日 事務連絡

平成23年11月16日 国水防第５５１号

平成23年11月16日 事務連絡

机上査定の適用限度額を現行３００万円から５０００万円未満に引き上げる。
設計書添付図面（平面図及び標準断面図）を簡素化し、標準断面による積み
上げが可能
総合単価を使用することができる額を一千万円一億円未満に引き上げる。

国土交通省　都
市・地域整備局
都市地域安全課
都市・地域防災対

策推進室長

東北地方太平洋沖地震に係る下水道施設
被災状況調査の簡素化について

国土交通省　都
市・地域整備局
都市地域安全課
都市・地域防災対

策推進室長

管渠については、目視による路面状況、マンホールの滞水状況及び測量によ
る管渠の逆勾配又はたわみ等から、入れ替える必要が明確に判断出来る場
合は、TVカメラによる調査を一部簡略化できるっこととする。
機械設備の電機部品または電気設備が津波により水没した場合は調査を簡
素化出来る。

東北地方太平洋沖地震に係る下水道管渠
被災状況調査におけるTVカメラ調査を実施
しないスパンの被災状況写真の撮り方につ
いて

国土交通省　都
市・地域整備局
都市地域安全課
都市・地域防災対
策推進室　課長補

佐

工事を行う起終点を入れた全景を撮影する。
マンホール内部滞水状況写真については、滞水水位を測定し、黒板にも数値
を記入する。
マンホールの突出状況写真については、スタッフ等で突出量を測定する。
管路の埋戻（掘削幅の部分）が沈下している写真等、道路の被災状況を可能
な限り撮影する。

国土交通省　都
市・地域整備局
都市地域安全課
都市・地域防災対

策推進室長

一箇所の保留となる決定見込み金額を四億円以上から３０億円以上に引き上
げ

東日本大震災による災害復旧事業の査定
等の簡素化について（通知）

下水道施設の復旧について

国土交通省　都
市・地域整備局

下水道部　下水道
事業課　企画専門

官

下水道施設の復旧にあたっての技術的緊急提言

国土交通省　都
市・地域整備局
都市地域安全課
都市・地域防災対
策推進室　課長補

佐

下水道排水施設の閉塞に係る掘削する土量は災害による堆積量の七割を基
準として決定すること。ただし（中略）宮城県（中略）においては堆積量の基準を
九割とすること。

東日本大震災に係る災害復旧事業におけ
る下水道の排水施設の掘削土量基準につ
いて

国土交通省　都
市・地域整備局
都市地域安全課
都市・地域防災対
策推進室　課長補

佐

従前の査定箇所単位は吐口単位であったが災害査定事務の速やかな処理を
可能とするため、ブロック割が可能となった。

東日本大震災に係る公共土木施設（下水
道）災害復旧事業における箇所の考え方に
ついて

東日本大震災に係る公共土木施設（下水
道）災害復旧事業における管路復旧の考え
方について

国土交通省　都
市・地域整備局
都市地域安全課
都市・地域防災対
策推進室　課長補

佐

管路復旧判定基準及び復旧工法基準によることとする。

東日本大震災による災害復旧事業の査定
等の簡素化について（通知）

国土交通省　都
市・地域整備局

下水道部　下水道
事業課　課長補佐

旧来の技術水準にとらわれず、適切な設備の採用について最近の技術動向
や経済性等を踏まえ積極的な推進

下水道施設の復旧あたって留意すべき事
項について

国土交通省　都
市・地域整備局

下水道部　下水道
事業課　企画専門

官

応急復旧で段階的に処理レベルを向上させるにあたっての基本的考え方への
提言

「段階的応急復旧のあり方」について

国土交通省　都
市・地域整備局

下水道部　下水道
事業課　課長補佐

本復旧まで時間を要する場合において段階的に処理レベルを向上させる工事
を含むもの。

公共土木施設（下水道）災害復旧事業
における応急工事費について

国土交通省　都
市・地域整備局

下水道部　下水道
事業課　課長補佐

机上査定の適用について五千万円未満からさらに三億円未満に引き上げ

平成２３年東北地方太平洋沖地震による災
害復旧事業の査定の簡素化について（追
加通知）

国土交通省　水管
理・国土保全局長平成２３年東北地方太平洋沖地震により被

災した沿岸部の道路及び下水道施設に係
る災害復旧事業の特例について（通知）

協議設計の対象となる理由の方針について復興計画と関係がある場合が追
加

国土交通省　水管
理・国土保全局

防災課　課長補佐

復興計画を勘案した復旧工法の考え方について明示（復興計画に合わせた復
旧が可能）

平成２３年東北地方太平洋沖地震により被
災した沿岸部の道路及び下水道施設に係
る災害復旧事業の特例の運用について
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【２】－１ 国土交通省との主な事前協議内容  
【２】－１－１段階的水質改善 
    下水道施設の復旧にあたっての技術的緊急提言（H23.4.15・下水道地震・津波 

対策技術検討委員会）に基づく、―下水道施設の復旧方法の事例―並びに段階的 

応急復旧のあり方（H23.5.24 資料６）を参考に、県内の津波被災した以下の処理 

場について、段階的改善計画を策定した。 

 対象処理場）・仙塩浄化センター 

       ・県南浄化センター 

       ・石巻東部浄化センター 

その計画は、本省下水道事業課への事前説明が必要であり、最終的には本省より

財務省への説明資料となり、以降実施された災害査定の基本的事項として取り扱

うことになった。 

その資料は以下のとおりである。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２】流域下水道 
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 ①各処理場の概要 

ⅰ）仙塩浄化センター 

 
                     ステップ１：概算費用 ８１百万円 

 

 

 
ステップ２：概算費用 ４９０百万円    ステップ３：概算費用 ５８百万円 

 

 

 ステップ４：概算費用 ４，６５０百万円 
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  ⅱ）県南浄化センター 

 
ステップ１：概算費用 ４３０百万円 

 

 

 
ステップ２：概算費用 ９６０百万円    ステップ３：概算費用 ５００百万円 

 

 

 ステップ４：概算費用 ５，５００百万円 
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   ⅲ）石巻東部浄化センター      

 
ステップ１：概算費用 ２４３百万円 

    

 

 
ステップ２：概算費用 ２，５００百万円  ステップ３：概算費用 １，８８１百万円 
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②応急仮復旧に採用した処理手法 

   ⅰ）簡易曝気（仙塩浄化センター，県南浄化センター） 

 

     仙塩浄化センター（概算工事費：約５０百万円） 

      
 

 

県南浄化センター（概算工事費：約２００百万円） 

 
 

 

 

ⅱ）接触酸化法（石巻東部浄化センター） 

（概算工事費：約５０百万円） 
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【２】－１－２津波対策手法の選択〈重要施設の耐水化・高層化等〉 
   ①災害査定時の基本的な対応 

     あくまでも”再度災害防止”の言葉は一切使用しない。 

   現行基準等による原形復旧とする。（耐水化） 

 

②現行基準等の確認 （耐水化） 

   ⅰ）対象基準等：下水道施設計画・設計指針と解説 

第３章ポンプ場施設 §3.1.2 位置及び安全対策、環境対策 

  （２）ポンプ場は、雨水の異常流入や吐出先の異常高水位に対して排水機能を確保すると

    ともに浸水に対し安全対策を施す。 

 【解説】 

      ２）ポンプ室、電気室、監視制御室等重要設備室の外部開口部、貫通穴等は、構内地

     盤より高くするか、扉等の水密化、角落しの設置等により防護できること。 

   ３）揚排水機能の確保に必要な設備に対しては、浸水防止対策を施す。 

第６章電気計装設備 §6.1.4 地域特性 

   電気・計装設備は、当該地域の気候的、地理的及び社会的条件について考慮すると 

   ともに、環境的要因に対する対策を検討する。 

 【解説】 

    （４）侵入対策の例は、次のとおりである。 

    １）台風、大雨等による異常流入が生じた場合、電気・計装設備の浸水により処理

      ・排水機能に支障を来すおそれがあるため、施設の配置、据付け高さ等に留意

       する。 

    ２）電気室、監視室は、浸水対策を施す。 

③現行基準等の解釈 （耐水化） 

     対象基準等により、以下の事項への対応が可能と判断する。 

   ⅰ）ポンプ場施設（一般的な中継ポンプ場と処理場内の沈砂池ポンプ施設）への対 

応は可能と判断する。 

      例）浸水に対する止水防止策（扉等の水密化等） 

   ⅱ）電気計装設備への対応は、処理場並びにポンプ場に該当する事項であり、高層 

化等の浸水対策が可能と判断する。 

④実施への対応 

         今回の災害査定においての進め方は、以下の”対策の実施（案）”を原則と 

し、全施設を対象に対策を行うのではなく、重要施設のみの対策を行うことと 

する。 

     なお、各処理場の立地条件等が異なることから、採用の有無を含む個別対応も 

可能とする。 
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【２】－１－３汚泥処分増加費用の国庫負担 
 ①仙塩浄化センター 

    ⅰ）現 状 

          仙塩浄化センター・汚泥焼却施設は、仙塩流域下水道と吉田川流域下水道 

のアロケーションで建設された施設であり、両流域の処理場で発生した脱水

汚泥を焼却して灰としての処分をしていたが、今回の被災により運転停止と

なった。 

      その汚泥焼却施設が運転停止となったことにより、焼却対象脱水ケーキは、 

場外搬出処分となり、被災前に比べ経費が大幅に増加した。 

ⅱ）費用算出 

     ・対象復旧期間 ： H23.6 ～ H25.6 

          ※汚泥焼却施設が運転開始するまでの期間を対象としてます。 

         ・復旧期間中の発生脱水汚泥量  ：  ６４，５１８ｔ  ･･････(A) 

         ・復旧期間中の発生汚泥運搬費  ： (A)×4,300 円／ｔ  

＝ 約２７７百万円 ････(B) 

           ※運搬費の単価は、被災後に受入先となった”Ｓ社埋立処分場”の単価を使用。 

         ・復旧期間中の発生汚泥運搬時の消臭剤  

       消臭剤（抗菌剤含む） ： 315,848kg×530 円／kg  

＝  約 １ ６ ７ 百 万 円  ･ ･  (C)         

消臭剤（マスキング） ： 15,220kg×700 円／kg  

＝  約  １ １ 百 万 円  ･ ･  (D)         

※発生汚泥の運搬に際し、運搬途中での臭気による苦情により消臭剤を使   

用して対応している。 

           消臭方法は、汚泥脱水機への投入前に添加する”消臭剤（抗菌剤含む）” 

と運搬車積み込んだときにマスキング効果を含めた”消臭剤（マスキン 

グ）”の２種類で行っている。 

     ・平成２１年度発生量焼却灰 ： 362ｔ／月×25 ヶ月 

＝ 約９，０５０ｔ ････ (E)  

         ・平成２１の発生焼却灰運搬費      (E)×5,200 円／ｔ  

＝  約４７百万円 ････ (F) 

                           ※運搬費の単価は、H21 の実績単価を使用。 

・消化槽並びに汚泥焼却炉の運転経費を考慮 

         運転経費 ： 約３８２百万円      

増加した運搬費  (B)＋(C)＋(D)－(F)－運転経費  

＝ 約 ２６百万円 ････ （Ｇ） 

 

            ただし、処分費を考慮した場合 

            復旧期間中の発生汚泥処分費  ： (A)×17,000 円／ｔ  

                       ＝ 約１，０９７百万円 ････ (H) 

          ※処分費の単価は、被災後に受入先となった” Ｓ社埋立処分場”の単価を使用。 

            平成２１年度の発生焼却灰処分費：  (E)×11,050 円／ｔ  

                       ＝    約１００百万円 ････ ( I ) 

                           ※処分費の単価は、H21 の実績単価を使用。 

       処分先が岩手県内であるため、環境保全協力金（50 円/t）が加算される。  

 

      増加した運搬費＋処分  （G）＋（（H）ー（ I ））  
＝ 約１，０２３ 百万円 
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 ②大和浄化センター 
     ・対象復旧期間 ： H23.4 ～ H25.6 

          ※汚泥焼却施設が運転開始するまでの期間を対象としてます。 

         ・復旧期間中の発生脱水汚泥量  ：  １５，６４９ｔ  ･･････ (J) 

         ・復旧期間中の発生汚泥運搬費  ： (J)×4,200 円／ｔ ＝  

約  ６６百万円 ････ (K) 

          ※運搬費の単価は、被災後に受入先となった”Ｎ社肥料化工場”の単価を使用。 

          仙塩浄化センターと単価が異なるのは、運搬距離が異なるため。 

         ・復旧期間中の発生汚泥運搬時の消臭剤  

                 ※大和浄化センターから発生する汚泥については、 

臭気による苦情はないため、計上しない。 

     ・平成２１年度実績分  

          大和浄化センターの汚泥については、仙塩浄化センターへ搬出し、焼却 

後に灰処分。 

                汚泥運搬分 ： 運搬量＝11,344ｔ ･･････ (Ｌ) 

                 (L)×1,200 円／ｔ＝ 約１４百万円 ････ (M) 

        焼却後の灰運搬分  ：  運搬量＝ 3,494ｔ ･･････ (N) 

                 (N)×5,200 円／ｔ＝ 約１９百万円 ････ (O) 

                           ※運搬費の単価は、H21 の実績単価を使用。 

・消化槽並びに汚泥焼却炉の運転経費を考慮 

        運転経費 ： 約１０９百万円      

増加した運搬費  (K)－(M)ー(O)－運転経費  

＝ △ 約 ７６百万円 ････ （P） 

          ただし、処分費を考慮した場合 

             復旧期間中の発生汚泥処分費  ： (J)×11,000 円／ｔ  

                        ＝ 約１７２百万円 ････ (Q) 

                         ※処分費の単価は、H21 の実績単価を使用。 

     処分先が県内であるため、岩手県の環境保全協力金（50 円/t）が加算されない。 

     平成２１年度実績分  

        ※大和浄化センターの汚泥については、発生汚泥を仙塩浄化センターに 

運搬し、焼却を経て、灰処分していた。 

      焼却後の灰運搬分  ：   (N)×11,050 円／ｔ＝ 約 ３８百万円 ････ (R) 

                          ※運搬費の単価は、H21 の実績単価を使用。 

     増加した運搬費＋処分  （P）＋（（Q）ー（R）） ＝ 約 ５８百万円 

 

 ③県南浄化センター 
ⅰ）現 状 

      県南浄化センター・汚泥燃料化施設は、処理場で発生した脱水汚泥を燃料化 

し、Ｎ製紙株式会社岩沼工場の石炭ボイラーの代替品として使用していたが、

今回の被災により運転停止となった。 

     汚泥燃料化施設が運転停止となったことにより、対象脱水ケーキは、場外 

搬出処分となり、被災前に比べ経費が大幅に増加した。 

ⅱ）費用算出 

    ・対象復旧期間 ： H23.10 ～ H25.3 

          ※汚泥燃料化施設が運転開始するまでの期間を対象としてます。 

        ・復旧期間中の発生脱水汚泥量  ：  ４４，３６０ｔ  ･･････ (A) 

        ・復旧期間中の発生汚泥運搬費  ： (A)×5,000 円／ｔ  

＝ 約２２１百万円 ････ (B) 

80



 

        ※運搬費の単価は、被災後に受入先となった”Ｓ社埋立処分場”の単価を使用。 

        ・平成２１換算の発生汚泥量          ６，０８５ｔ       (C) 

        ・平成２１換算の発生汚泥運搬費  ：  (C)×5,000 円／ｔ  

＝  約３０百万円 ････ (D) 

                 ※運搬費の単価は、H21 の実績単価の平均を使用。 

            H21 は、多方面での汚泥処分を行っていた。 

           ＜Ｔ社セメント工場，Ｎ社肥料化工場，仙塩浄化センター焼却＞ 

     増加した運搬費  (B)－(C) ＝ 約１９１百万円 ････ （Ｅ） 

 消化槽並びに汚泥焼却炉の運転経費を考慮 

運転経費 ： 約３２３百万円 

      増加した運搬費  (E)－運転経費 ＝ △ 約１３２百万円 ････ （F） 

         ただし、処分費を考慮した場合 

            復旧期間中の発生汚泥処分費  ： (A)×17,000 円／ｔ  

                        ＝ 約 ７５４百万円 ････ (Ｇ) 

         ※処分費の単価は、被災後に受入先となった”Ｓ社埋立処分場”の単価を使用。 

         平成２１換算の汚泥処分費   ：  (C)×11,050 円／ｔ  

                       ＝    約 ７１百万円 ････ (Ｈ) 

                ※処分費の単価は、H21 の実績単価を使用。 

     処分先が県外であるため、岩手県環境保全協力金（50 円/t）が加算される。  

     増加した運搬費＋処分  （Ｆ）＋（（Ｇ）ー（Ｈ））  
＝ 約 ５５１百万円 
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【２】－１－４仙塩浄化センター汚泥消化施設の復旧方法 
  ①被災状況 

     汚泥消化施設の機械並びに電気設備の被災状況は、津波による”浸水災害”並 

びに地震による災害によって被災した。 

      汚泥消化施設として消化タンクに隣接する「ガスブロワ・ボイラ棟連絡管廊」は、 

設計標高に対して”10～17cm”高くなっていたため、管廊の基礎である杭につい 

て掘削後目視点検を行ったところ、杭の破損が確認された。 

    また、ガスブロワ・ボイラ棟についても不陸状態にあり、一部の杭を調査したと 

ころ損傷していた。   

②復旧方法の検討 

        復旧方法は、汚泥の減量化としての消化設備において、微生物による汚泥中の 

有機物の分解・安定化を図り、消化ガスの効率的な発生に伴う有効利用の促進化 

並びに復旧費の軽減化を図ることを目的に、連絡管廊並びにガスブロワ棟の杭が

破損していることから、土木・建築のみならず機械・電気設備を含めて検討する

ものである。 

   ⅰ）ガスブロワ棟及び連絡管廊の復旧方式 

      杭の破損はあるが、躯体そのものは傾斜を除けば大きな損傷が認められない 

ことから、復旧方式は、以下の方式から選定する。 

      Ａ方式：補強方式 

       ・杭の補強、液状化対策 

         杭の補強並びに液状化対策として、地下部の地盤改良を行う。 

       ・傾斜の是正 

           補強した地盤から鋼管杭を設け、ジャッキアップして傾斜を補修する。 

           

Ｂ方式：全面建て替え方式 

       ・既設撤去後に新たに設置する。 

   ⅱ）汚泥消化設備の復旧方式 

      汚泥消化設備の復旧方式は、基本的には被災箇所を対象とするが、経済性並 

びに消化ガスの効率的な発生の観点からも現行の「ガス撹拌方式」と「機械撹

拌方式」について検討する。 

        なお、本浄化センターでは、当初３槽（一次：２槽，二次１槽）ともガス撹拌 

であったが、NO.1 消化タンク（一次槽）は既に機械撹拌に更新され、残る２槽

についても今後の長寿命化計画で機械撹拌に更新予定であった。 

ⅲ）復旧方法の比較検討 

      比較検討は、以下の組合せで行う。 

       Ａ方式（補強方式）    ----- ガス撹拌方式・機械撹拌方式 

       Ｂ方式（全面建て替え方式）----- ガス撹拌方式・機械撹拌方式 

ⅳ）検討結果 

      比較した結果、「全面建て替え＋機械撹拌方式」を採用する。  
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【２】－１－５県南浄化センター汚泥燃料化施設の復旧方法 

① 基本的な考え方 
ⅰ）「新成長戦略（基本方針）H21.12.30 閣議決定」における下水道関連部分（抜粋） 
  より。 

・・・再生可能エネルギー（・・・バイオマス・・・）の利用拡大・・・ 
ⅱ）平成２３年５月１９日付け事務連絡より。 

＜事務連絡より＞ 
  ―下水道施設の復旧にあたって留意すべき事項について― 
 ・・・旧来の技術水準にとらわれず、適切な設備の採用について、当該設備

に係る最近の技術動向や経済性等も踏まえながら、積極的に進められたい。ま

た・・・「復興構想７原則」の原則４も踏まえ、下水道施設の外部エネルギーへ

の依存率を下げるための下水汚泥のエネルギー利用等について検討されたい。

   ⅲ）「復興構想７原則（平成２３年５月１０日付け、東日本大震災復興構想会議決定） 
より。 
原則４： ・・・自然エネルギー活用型地域の建設を進める。 

   ②復旧方法の確認 
   ⅰ）基本事項 
     ・水没した電気設備並びに機械設備の電気設備は、交換する。 
     ・一部水没した盤類は、被災部品のみの交換とするが、盤内の部品との互換性 

を勘案し、被災部品のみの交換と盤全体の交換との費用比較に基づき判断す 
る。 

     ・被災していない設備については、再使用する。 
     ・構造物については、再度構造計算並びに耐震計算を行い、必要に応じて対策 

を講じる。 
   ⅱ）復旧方法の選定 
     Ａ案：原形復旧案 
         被災前の状況に復旧する。 
     Ｂ案：処理一元化案 
         コンポスト（汚泥高速発酵施設）能力分を汚泥燃料化施設に付加し、 

最終処理方法を一元化する。 
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③工事費の比較 
復旧方法 復旧費（百万円）  

原形復旧案 汚泥燃料化施設 １，５５２ (50t/日) 
汚泥高速発酵施設 １，３８６ (16t/日) 

計 ２，９３６ (100%)
処理一元化案 汚泥燃料化施設 ２，３４２ (66t/日) 

汚泥高速発酵施設 ―――  
計 ２，３４２ (80%)

④消費電力の比較 
施 設 名 脱水ｹｰｷ１㌧あたりの消費電力量 

汚泥燃料化施設 Ｈ２１      ５０．７ kw／㌧ 
Ｈ２２ ４９．２ kw／㌧ 

汚泥高速発酵施設 Ｈ１９ ６７．０ kw／㌧ 
Ｈ２０ ７３．９ kw／㌧ 

   ⑤復旧工期 
復旧方法 工  期 

原形復旧案 汚泥燃料化施設     ～Ｈ２５．３ 
汚泥高速発酵施設     ～Ｈ２４．９ 

処理一元化案 汚泥燃料化施設     ～Ｈ２５．３ 
   ⑥結果 
     「処理一元化案での復旧を行う。」 

ⅰ）工事費（復旧費）が安価である。（③） 
ⅱ）エネルギーの多様化が図れる。 
ⅲ）省エネルギー化が図れる。(②) 
ⅳ）有効利用の継続性が図れる。 

 
 
 
 
  ※参考 

国交省より財務省へ提出した資料に記載された「復旧方針」は、以下のとおり。 
 

 
復旧方針 
 被災前においては、汚泥燃料化施設、汚泥高速発酵施設により石炭代替燃料

（Ｎ製紙株式会社）、コンポストとして利用していた。しかしながら、以下の理

由により、被災した汚泥高速発酵施設を原形に復旧することが著しく不適当で

あるため、導発酵施設の能力も付加した汚泥燃料化施設を災害復旧事業にて復

旧する。 
 ・福島第一原発の事故に起因した放射能を含んだ汚泥の問題により、コンポ

スト利用が困難であると見込まれる。 
 ・コンポストは、周辺地域が被災したため緑農地利用先の確保が困難であり、

  利用見込みがない。 
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【２】－２協議設計の活用 
 
（１）津波被災沿岸部の被災調査及び復旧計画の遅れと協議設計活用の特例 
 
津波により市街地が壊滅し、地盤沈下により浸水域が広がるなど甚大な被災を受けた沿

岸部の自治体は、復興計画策定までのあいだ下水道施設の復旧方法の確定ができず、また、

下水管渠のカメラ調査も困難なことから被害の実態も把握できない状況が続いていた。 

一方、災害査定は発災年内に完了させ、国庫負担率を決定する必要がある。 

このことから、宮城県では災害査定の簡素化を国土交通省に働きかけるとともに、土木

部技術職員を沿岸部所管事務所にシフトし、県外自治体職員の支援も要請しながら１２月

までの災害査定完了を目指していた。 

国土交通省においてもその緊急性が理解され財務省との調整の結果，「平成 23 年東北地

方太平洋沖地震により被災した沿岸部の道路及び下水道施設に係る災害復旧事業の特例に

ついて（平成 23年 11月 16日付け国水防第 551号）」の文書が発出された。 

今回の特例において、東北地方太平洋沖地震に係る災害査定に限り、 

 

公共土木施設災害復旧事業査定方針 第 15 及び公共土木施設（下水道・公園）災害復旧

事業査定方針 第 14の（1）～（4）に加え、 

 

「（5）東北地方太平洋沖地震において津波により被災した沿岸部における道路、橋梁及

び下水道工事であって、復興計画との関係上、復旧方法を特に検討する必要がある場合」 

 

に協議設計が適用されることとなった。 

 

（２）市町説明会の開催 

 

国からの通知を踏まえ、宮城県下水道課では年内の災害査定を全て完了させるため、津

波により被災した沿岸部の被災自治体を対象に「下水道災害査定に関する緊急会議」を平

成 23年 11月 28日に開催し、協議設計による災害査定に向けた指導を行った。 

査定設計書の積算は下水道施設が全て被災したとの仮定を取り、台帳における管渠延長

に口径別の建設単価を掛け合わせて申請額を算出することとした。 
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平成２３年１１月１７日 
宮城県土木部下水道課 
企画整備班 

 
平成２３年東北地方太平洋沖地震により被災した沿岸部の下水道施設の 

協議設計による災害査定の実施について 
 
 平成２３年東北地方太平洋沖地震に係る災害査定について、国土交通省水管理・国土保

全局長から「協議設計」に関する文書が通知されることとなりました。津波により被災し

た沿岸部の被災自治体においては、協議設計とすることにより査定を実施します。該当す

る市町は下記のとおり申請願います。 
記 

 
１．国交省の通知文書・・・【set】231110 道路・下水道協議設計通知案 
 
２．協議設計のながれについて 
  ①協議設計資料により国交省防災課へ事前協議を行う。 
  ②事前協議資料に基づき災害査定を受ける。ただし、工事実施は保留となる。 

③工事に必要な調査を実施した後、国交省へ保留解除のための設計の協議を行う。 
 
３．協議設計資料について・・・【参考資料１～３】 
   ①協議設計の対象と理由  

②被災状況を把握するための図面等  
③災害復旧計画図面等  
④査定設計数量計算書  
⑤査定設計書  
⑥その他参考資料 
（※⑤査定設計書については、協議設計の区域内の管渠延長やポンプ場箇所に費用

関数により算出した単価を乗じ復旧事業費を算出。単価は【参考資料４】のとおり。） 
 
４．今後のスケジュール 
   事前協議資料の審査      → （ 11/28～11/30 ） 
   下水道課へ協議設計資料を提出 → （ 12/5 ） 
   国交省へ事前協議       → （ 12/12～12/16 ） 
   第１３次査定         → （ 12/19～12/22 ） 
   第１４次査定         → （ 1/23～1/27 ） 
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○ 協議設計事前協議資料（例） 

 

資料Ｐ１ 

 
資料Ｐ２ 
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資料Ｐ３ 
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資料Ｐ４ 
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資料Ｐ５ 

 
 

 

 

 

90



 

資料Ｐ６ 

 
 

資料Ｐ７ 
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○ 朱入れ査定設計書 
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【２】－３災害査定設計変更 

（１）設計変更とは 

    ＜都市災害復旧事業等事務必携より＞ 

   

設計変更とは、水勢又は地形の変動、違算又は誤測、増破、その他これらに 

類する事項」に基づき、やむを得ないもの又は災害復旧事業と改良工事を併せ 

て施行する場合に、設計変更を行うことである。 

 

 なお、災害復旧事業の工事の施行に際し、設計変更をしようとする時は、軽微な

変更を除き、国土交通大臣に、その同意を得なければならない。 

軽微な変更については、変更承認は必要としない。軽微な変更は次のとおり。 

１．各工事箇所について、当該変更による工事費の増減が、当該工事箇所における 

 決定工事費の３割以内で、かつ、１，０００万円（今回の災害においては、５， 

０００万円）以下のもの又は当該決定工事費の３割に相当する金額が３００万円

以下であるときは３００万円以内のもので次の変更の場合 

 ①違算又は誤測の訂正に係る変更 

 ②・・・・・設計労務単価の１．２倍、・・・・・・・・歩掛以内の変更 

 ③水勢又は地形の変動等・・・・・・  

 ④ 

２．次に掲げる変更で・・・・・・ 

  ①推定岩盤線・・・・・ 

②土の変化率・・・・・ 

 

（２）設計変更の実施 

    今回の災害査定結果に基づき、災害復旧工事を実施するにあたり、現場の再調査，

詳細設計並びに現場での施行において、下記要因での変更が生じ、国土交通省・防

災課と協議を行った。 

 

（３）設計変更要因 

    実施した設計変更の例を以下に示す。 

  ○違算 

   ①災害査定設計書作成時に、図面から設計書に数値を写す際の転記ミス 等 

  ○誤測 

   ①災害査定後、その後のがれき撤去により被災箇所が発見。 

②査定後の仮設工の変更（ｳｪﾙﾎﾟｲﾝﾄ工法への変更）。 

③設備や施設の損傷状況を精査し、コスト削減を考慮し復旧方法を変更。 等 

  ・一式交換から部品交換に変更   

  ○実単更正 

   ①災害査定時と発注時の単価の変更。 

  ○その他 

   ①現地発生材等の投棄料（処分費）の計上又は、処分地への運搬距離の精査。 

②現行の基準に基づく施行への対応。 

埋戻土を改良土に変更 等 

③道路管理者との調整による変更。 

  舗装本復旧範囲の変更 等 

④分割発注に伴う増工又は合併発注による減工。 

⑤複合工（材料＋工賃）での計上を、個別に積算することによる変更。 

⑥近接部に埋設管（水道管）があり、移設補償費を追加。 
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＜国土交通省・防災課と設計変更時の資料より＞  
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第６章 
 

復旧過程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 
【１】－１復旧の特徴 

 
東日本大震災では、複数の社会的被害や処理場施設に壊滅的被害が生じた。このため

従来機能を確保するのに必要な復旧事業と並行して社会的被害軽減対策の必要があっ

た。 

また、復旧においては現行基準等による原形復旧を図ることとした。 

主な内容は下記のとおり。 

 

【１】流域下水道-津波により被災した流域（仙塩・阿武隈川下流・北上川

下流東部） 

Ｎｏ 項目 目的 概要 基準指針等

仮沈殿池等における消臭剤
散布

仮置汚泥等における覆土、ブ
ルーシート等の設置

活性汚泥の育成
下水道施設の復
旧にあたっての技
術的緊急提言

簡易曝気処理等の実施
段階的応急復旧

のあり方等

自家発電設備等、重要設備
箇所における防潮壁の設置

【耐水化】

電気設備等重要設備の高層
化【高層化】

臭気対策
【社会的被害の軽減①】

仮置汚泥等による近隣
住民に対する臭気被害

を軽減するため
－1

3

2

施設耐水化・設備高層化
【施設被害の軽減】

現行基準等による原形
復旧とするため

【施設被害の軽減は起
因する効果として期待】

下水道施設計画・
設計指針と解説

段階的な水質改善
【社会的被害の軽減②】

処理水質の段階的な改
善を図り、公衆衛生を確

保するため
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【１】－２臭気対策 
震災により、仙塩浄化センターおよび県南浄化センターは津波の襲来を受け水没し、全

ての機能が停止となったため、溢水対策などの様々な事態に迅速に応急対応した結果、臭

気が発生する原因となり、周辺住民の方にご迷惑をかける結果となってしまった。 
 特に気候が暖かくなり始めた平成 23 年 4 月下旬以降、住民の方からの苦情が増え始めた

ことから、5 月初旬から消臭剤の散布や住民の方へお知らせの配布、説明会開催等を順次実

施した。 
以下、臭気発生の原因と対策について仙塩流域下水道管内と阿武隈川下流流域下水道管

内の 2 つに分けて述べる。また、仙塩浄化センターで実施した消臭新技術の試験施工につ

いても記載する。 
 
（１） 臭気発生の原因と対策 
（１）－１仙塩流域下水道管内 

 
※『地図・空中写真閲覧サービスデータ』(国土地理院）を加工して作成 

 
写真１ ３つの臭気発生原因 

 
●その１ 溢水対策（緩衝緑地公園内の仮設沈殿池） 
【原因】 

震災により仙塩浄化センターは全ての機能が停止したが、流域関連市町村からの汚水量

は上水道の復旧に伴い増大していった。 
応急的に仙塩浄化センター内へ仮設ポンプを設置したが、能力的に全ての汚水を受け入

れることが出来なかったため、公共マンホールからの溢水が発生したことから、公衆衛生

上の問題解決（悪臭や害虫、伝染病などの発生を防止する）を最優先に考えて、仙塩浄化

センターの上流側にある多賀城緩衝緑地公園内に仮設沈殿池を設置し（写真２）、平成 23
年 3 月 21 日から簡易処理（沈殿＋固形塩素消毒）を行い砂押貞山運河へ放流した。仮設沈

殿池には覆い等はなかったため、生下水による臭気が発生した。 
【対策】 

平成 23 年 3 月 30 日には簡易沈殿池の水位が低下したため仮設ポンプを撤去し場内へ移

設したが、その後も、大雨の際に緊急使用する事を考えて仮設沈殿池を保有し続けた。保

有期間中は池周辺に定期的に消臭剤（マスキング剤）を散布し、臭気の抑制に努め、最終

的には 8 月 5 日までに池のゴミを撤去し埋め戻し作業を完了した（写真３）。 

＜３つの臭気発生原因（写真１）＞ 
①仮設沈殿池 
→その１ 溢水対策 

（緩衝緑地公園内の仮設沈殿池） 
②仮置場 
→その２ 津波による堆積土砂 
    （汚泥棟側の汚泥仮置場） 
③汚泥貯留水処理第 1，4 系列 
→その３ 汚泥処理施設の機能停止 
     ＋津波による堆積土砂 
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写真２ 仮設沈殿池設置状況        写真３ 仮設沈殿池埋め戻し作業 

 
 

●その２ 津波による堆積土砂（汚泥棟側の汚泥仮置場） 
 【原因】 
仙塩浄化センターを襲った津波は大量の土砂を運んできた。土砂は水処理施設内にあっ

た処理途中の汚泥と混じり合い水処理系列や場内に堆積した。 
復旧するための第一段階として土砂撤去を行ったが、撤去した汚泥混じりの土砂を廃棄

物処分場へ搬出するためには、脱水処理が必須であった。しかし、仙塩浄化センターの脱

水施設が機能停止をしている状況のため、搬出が不可能であったことから、やむを得ず、

撤去土砂の仮置き場を設置した。ダンパー車で汚泥混じりの土砂を運搬する際や、仮置き

する時に臭気が発生した（写真４）。 
【対策】 
 緊急対策的に消臭剤（マスキング剤および脱臭剤）の散布を実施した。マスキング剤に

ついては 1 日最低２回（午前・午後）継続的に散布し（写真５）、脱臭剤の選定にあたって

は汚泥仮置場の実際の汚泥と堆積物を用いてテーブルテストを実施した。その結果、即効

性のある液体塩素系脱臭剤（無臭元工業（株）商品名 LY-X）と遅効性のアルカリ性粒状脱

臭剤（無臭元工業（株）商品名 P014-UZ）を組み合わせて散布することが一番効果的であ

ることが判明したので、段階的にその薬剤を散布し臭気抑制に努めた。更に、臭気を拡散

しないように仮置き場の上にブルーシートを敷いた。 
また、抜本的な解決策として汚泥を固化剤（バイオワース(株)商品名カタツムリ）で固化

処理し場外搬出することを決定したが、汚泥と固化剤を混合する作業時や搬出時の臭気が

問題になることと、夏季は周辺住民の方が窓を開けて生活されることと処理場から住宅街

への風向き等を考慮して、シートと覆土により一時的に臭気抑制し、気温が低く、海側へ

の風が多くなる秋～冬になってから固化処理および搬出を行うこととした。なお、覆土前

には、再掘削の際に硫化水素が放出されないように、硫化水素抑制用の薬剤（無臭元工業

（株）P045-FJ）を散布してから覆土を行った。 
実際の固化処理は 11 月から行われ、硫化水素抑制剤の効果等により硫化水素の発生も想

定以下でほとんど無く、予定どおり 12 月中に汚泥の搬出を終了し 1 月 20 日に埋め戻し完

了した。 

97



 

 
写真４ 汚泥運搬作業            写真５ 消臭剤散布状況 

 
 
●その３ 汚泥処理施設の機能停止＋津波による堆積土砂（仙塩浄化センター水処理系列） 
【原因】 

通常時、汚水処理を行った後に発生する汚泥は、水処理系列からの引き抜き→濃縮→硝

化→脱水→焼却というプロセスを経て適正に処理されていたことから、臭気の発生は殆ど

なかった。しかし、被災により施設が全て停止したため、浄化センター内で実施した簡易

処理（沈殿＋塩素消毒）により溜まった汚泥や津波により運ばれてきた土砂は、そのまま

水処理系列内（1 系および 4 系）で貯留することになり臭気発生の原因となった。 
【対策】 
 消臭剤（マスキング剤）を 1 日最低 2 回（午前・午後）散布し、ブルーシートによる覆

蓋を行った（写真６）。更に抜本的対策として、仮設脱水機を設置し、早期復旧に向けて少

しでも汚泥を処分しようと計画したが、手配の都合等により移動脱水車（遠心脱水機 10m3
／時）1 台のみで 5 月から約 1 ヶ月間汚泥脱水が実施されたが、貯留していた汚泥濃度等の

ためか殆ど脱水機の能力を発揮することなく終了した。 
その後、臭気対策のための仮囲いを設置しフィルタープレス式仮設脱水機 2 台（15m3／

時・台）による汚泥の脱水が開始された（写真７）。さらに 10 月下旬以降、遠心脱水機 2
台（10m3／時・台と 20m3／時・台）に機種交換され効率よく作業が行われるようになり、

12 月末までに汚泥搬出は完了した。 

 
写真６ 水処理系列のブルーシート覆蓋     写真７ 仮設脱水機施設内部 
 
（１）－２阿武隈下流流域下水道管内 
●溢水対策（増田川仮設沈殿池） 
【原因】 

震災により県南浄化センターは全ての機能が停止し、主要なポンプ場も甚大な被害を受

けた。仮設ポンプの設置等による溢水防止対策を実施したが、流域関連市町村からの汚水

量は上水道の復旧に伴い増大していったため、簡易放流が可能な箇所を選定した結果、名
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取市の増田川へ仮設沈殿池を設置することになった（写真８）。 
仙台幹線マンホールNo21、N0.22から仮設沈殿池を通じ増田川へ放流することとなった。 
平成 23 年 3 月 22 日から簡易処理（沈殿＋塩素消毒）を行い増田川へ放流したが、仮設

沈殿池には覆い等はなかったため、気候が暖かくなるにつれて、風向きによって生下水お

よび沈殿した汚泥による臭気の苦情が発生した。 
 
【対策】 
 名取市下水道課へ状況等を適時報告し、周辺住民の方からの苦情対応の協力依頼を行っ

た。県南浄化センターや名取ポンプ場のポンプが復旧するに従い仮設沈殿池への放流量は

減少していき、最終的に 5 月 10～13 日まで仮設沈殿池の汚泥吸引作業を行い、6 月 1 日か

ら撤去開始し 6 月 17 日に完了した。 

        
写真 8 増田川仮設沈殿池 

 
 
（２）消臭新技術の試験施工 

仙塩浄化センターの臭気問題については、マスコミ等にも取り上げられたため、全国の

様々な企業から、様々な消臭剤の売り込みが来るようになった。 
その中で、トヨタ自動車の部品を製造しているアイシン高丘（株）より、消臭効果のあ

る溶融ダスト（鋳物を生成する際に発生するダスト）を被災地支援として無償提供したい

との申し出があったため、汚泥処理機能が停止したことにより仙塩浄化センターの水処理

系列１系に滞留していた汚泥の臭気抑制を目的に試験施工を実施し、一定の効果を得るこ

とができた。 
 
（３）臭気対策のまとめ 

対策初期は、周辺住民の方へ情報提供するという視点が少なかったため、苦情やお叱り

を受けることが多々あった。その後、5 月 2 日に七ヶ浜町、5 月 11～12 日に多賀城市大代

地区へお知らせを配布しホームページへ「仙塩浄化センター復旧だより」の掲載を行った。

更に 7 月 31 日、10 月 29 日には大代地区の住民を対象とした説明会を開催し、大代地区の

広報誌へ情報提供した結果、徐々に周辺住民の方々の理解を得ることができ、臭気原因と

なった汚泥等の撤去を平成 23 年 12 月までに終了することができた。 
 今後、浄化センターにおいて臭気や放流水質、騒音等の問題が発生した際は、管轄保健

所、関連市町村の下水道担当部署との連携はもちろんのこと、住民からの苦情の窓口にな

る市民生活や環境に関連する部署や住民の方へ情報を提供していく事が必須である。 

下流 

MHNo.22 
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【１】－３段階的水質改善 

【１】－３－１活性汚泥の育成等 

○仙塩浄化センター 

〈指定管理者-水環境学会発表資料抜粋〉 
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○石巻東部浄化センター 

〈H28.2震災当時資料から作成〉 
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○県南浄化センター 

〈震災復旧時会議資料抜粋〉 
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【１】－３－２簡易曝気の実施 
 
 ○ 仙塩浄化センター 

    
 
 
○ 県南浄化センター 
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【１】－３－３簡易曝気の評価 
 
簡易曝気の評価①（土木研究所８月報告書 抜粋） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宮城県における災害応急復旧に関わる調査結果報告（抜粋） 

（独）土木研究所 リサイクルＴ

 
１．目的 

 被災した処理場における放流水の衛生学的安全性を担保することを目的に、6月に仙塩浄化センタ－にて

消毒の実施状況の確認とともに、次亜塩素酸ナトリウムによる消毒効果の最適化を検討するため消毒実験を

実施した。その後6月末に、水処理系列の段階復旧として簡易曝気が導入されたことから、水質改善効果の

現状把握とともに、消毒による大腸菌群の不活化割合の向上効果を評価することを目的に、現地にて水質分

析と消毒実験を実施した。 
 また、優先的に対応すべき水質項目を検討するため、放流先の水質調査を行うとともに、今後の水処理レ

ベル向上方策について、現地にて打合せを行った。 
 

２．調査内容  

 期 間：2011年8月1日（月）～8月3日（水） 
 調査員：（独）土木研究所 材料資源研究グル－プ （リサイクルチ－ム） 
      鈴木 穣 グル－プ長 
      諏訪 守 主任研究員 
      安井宣仁 専門研究員 
 

(1) 簡易曝気の評価 
  簡易曝気の実施系列において、流下方向で水質性状の推移を把握することで、簡易曝気導入による水

質改善効果を評価した。評価項目はCODcr(HACH)、NH4-N(HACH)、大腸菌群数(デソ培地)、DO、

ORP、濁度(多項目水質計)、ノロウイルス、SS、原虫類とした。 
(2) 接触材投入による有機物等の除去実験 
  曝気槽に1週間程度投入した接触材（ロ－プ状で直径が細･太の2種類）に付着した生物膜を利用し、

現地において初沈越流水を用いた曝気時間1、2、4h＋沈殿1hの回分実験によりCODcr、NH4-N、大

腸菌群数の除去性能を評価した。 
(3) 活性汚泥の生成途上を想定した有機物等の除去実験 
  活性汚泥の生成途上を想定した処理水質の向上効果を評価した。MLSS濃度が500mg/L程度（MLVSS

濃度400mg/L程度）となるよう、初沈越流水4Lと霞ヶ浦浄化センタ－の活性汚泥1Lを混合した後、1、
2、4hの曝気を行い、1h沈殿させ上澄液を採取した。採取上澄液のCODcr、NH4-N、大腸菌群数を測

定するとともに、上澄液に次亜塩素酸ナトリウムを0.6～6mg/Lの範囲で添加し、残留塩素､大腸菌群

数の測定を行った。 
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３．調査結果  

（１）簡易曝気の評価 
  流下過程において、溶解性CODcrやNH4-Nに大きな変化は見られなかったが、曝気槽内で

ORPは徐々に上昇し、また、終沈後にSSおよび粒子性CODcrが低下したことから、曝気槽内

で還元状態の改善や粒子性有機物の凝集反応がいくらか進行したものと考えられる。しかしな

がら、溶解性有機物濃度に変化がなく、曝気槽内において浄化に関与する微生物が増殖してい

ないものと思われ、今後、処理水質の向上のためには返送汚泥ライン改善（復旧）による活性

汚泥の生成、あるいは、曝気槽に接触材を投入することで生物膜を生成させる手法を導入する

必要があるものと考えられた。さらに、最終沈殿池底層では表層と比較して還元状態が強く低

DOレベル、高濁度であることから、汚泥の蓄積状態によっては、後段の塩素消毒への影響も

懸念された。 
大腸菌群数やノロウイルス（NV）濃度についても流下過程で濃度変化はなく、除去効果は見

られなかった。  
（２）接触材投入による有機物等の除去実験 

 接触材はロ－プ状で直径が細（綿）、太（化学繊維）の2種類を利用したが、接触材－細の

サンプルの溶解性CODcr濃度や大腸菌群数が、初沈流出水に比較して全体的に高濃度となっ

たことから、接触材内部に堆積していた汚泥の影響を受けた可能性があるものと推定された。

接触材－太のサンプルでは、大腸菌群数に関しては大きな変化は無かったが、溶解性CODcr
濃度は接触時間を2～4時間とすることで初沈越流水に比較して20％程度の濃度減少が見られ

た。曝気槽内へ接触材を適度な重量比で投入し生物膜を生成させれば、有機物濃度の減少効

果が期待できるものと考えられた。 
（３）活性汚泥の生成途上を想定した有機物等の除去実験 

 大腸菌群数に関しては、曝気混合時間を4時間としても初期濃度と比較して大差がなく、生

物膜による除去効果と同様に高い除去率は得られなかった。活性汚泥が生成すると考えられ

る吸着タンパク質量が少ないため、大腸菌群やノロウイルスが活性汚泥フロックに取り込ま

れず、除去率が低いものと考えられた。 
 ト－タルおよび溶解性CODcr濃度は、1～4時間の曝気混合の間では濃度差が見られなかっ

たが、初沈越流水と比べると各々40％、30％程度の除去効果が得られていた。このため、実

施設において汚泥返送系を改善（復旧）し活性汚泥の生成が促進されれば、処理水質の向上

に繋がるものと考えられた。 
1～4時間の曝気混合によって得られた上澄液の消毒実験の結果について、次亜塩素酸ナト

リウムの添加濃度を0.6～6mg/Lとしたが全てのケ－スにおいて残留塩素は検出された。活性

汚泥処理により還元性物質（硫化物や有機物）が分解あるいは吸着されることで、消毒剤の

消費が抑制されたものと考えられた。次亜塩素酸ナトリウムの添加濃度と大腸菌群数の関係

を図－7に示したが、添加濃度を3mg/L以上とすることで放流水質基準を達成できることが

確認された。このため、活性汚泥の生成が促進されれば、現状の簡易曝気処理に比較して大

幅に次亜塩素酸ナトリウムの添加量を低減できるものと考えられた。 

４．まとめ 
現在、仙塩浄化センタ－では2系列分を利用して簡易曝気処理を行っていることにより、還

元状態やSS除去に若干の改善が見られ、また、1、4系の通水停止により槽内に堆積した沈降

汚泥からの還元性物質（硫化物や有機物）の溶出の影響が無くなったことで、6月の調査時に

比較して、消毒効果の向上が認められた。しかしながら、簡易曝気により溶解性有機物等の除

去効果は認められず、処理水質の顕著な向上までには至っていない。 
本調査では、接触材投入による生物膜法や活性汚泥の生成途上を想定した回分実験を各々実

施し、処理水質の向上手法を評価したが、ともに有機物の除去効果が認められた。特に、活性

汚泥の生成が促進されることで、消毒に要する次亜塩素酸ナトリウムの添加量を大幅に低減で

き、大腸菌群やノロウイルスの不活化の観点からも有効である可能性が示された。 
このため、現状での簡易曝気処理法に加え、接触材の投入あるいは返送汚泥系の改善（修復）

によって、活性汚泥等を生成させる必要がある。また、放流先の貞山運河では、下水流入にと

もなうDO消費が大きい状況が継続しており、周辺海域の底層において貧酸素状態の発生も危

惧されることから、下水負荷の削減とともに、継続した調査により状況を把握する必要がある

と考えられた。 
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簡易曝気の評価②（土木研究所１１月報告書 抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宮城県における災害応急復旧に関わる調査結果報告（抜粋） 

（独）土木研究所 リサイクルＴ

１．目的 

 被災した処理場における放流水の衛生学的安全性の担保や処理水質の向上を目的に、仙塩浄化センタ－

にて消毒の実施状況等の確認とともに、処理過程での水質状況を把握し水質改善効果を評価した。 
現在、処理系列の1部おいて、段階復旧として簡易曝気による水処理法と併せ11月初旬には汚泥返送系ポ

ンプの仮復旧を行い、活性汚泥の生成を試みている。 
 本調査では、水質改善効果の現状把握とともに、消毒による大腸菌群の不活化割合の向上効果を評価す

ることを目的に、現地にて水質分析と消毒実験を、併せて、放流先の水質調査を実施した。 
 
２．調査内容  

 期 間：2011年11月10日（木）～11月11日（金） 
 調査員：（独）土木研究所 材料資源研究グル－プ （リサイクルチ－ム） 
      諏訪 守 主任研究員 
調査概略； 
①現状把握（１）； 簡易曝気＋汚泥返送系の仮復旧系列の2、3系において、水質改善効果を評価した。

②現状把握（２）； 消毒混和池の消毒効果を評価した。 
③消毒実験； 2、3系列の終沈流出水を利用し、次亜塩素酸ナトリウムの添加濃度を0、5、10、15mg/L

とした消毒実験を行った。大腸菌群数、ノロウイルスを指標とした評価を行った。 

 ④水域調査； 処理水放流先水域として貞山運河の簡易水質調査を行った。 
 
３．調査結果  

①現状把握（１）； 仙塩浄化センタ－の水処理施設は4系列で構成されているが、現状では2、3系列で

簡易曝気処理を行い、11月初旬から終沈汚泥を返送し活性汚泥の生成を試みている。返送汚泥ポンプ

の能力等の制約から、系列各池への返送は隔日かつ日中のみとなっている。 
  1、4系における堆積汚泥の脱水処理に伴う脱離液投入の影響があるため、8月の調査時に比較して

初沈流出水のCODcrやNH4-Nが高濃度となっており、有機物等の負荷が高まっていた。流下過程に

おいて、NH4-Nに大きな変化は見られなかったが、曝気槽内でORPは徐々に上昇し、また、終沈後

にSS、濁度および粒子性CODcrが低下したことから、曝気槽内で還元状態の改善や粒子性有機物の

凝集反応がいくらか進行したものと考えられる。また、初沈流出水に比較して終沈上澄液の溶解性有

機物濃度（D-CODcr）は、8月での簡易曝気処理時には低下していなかったが、今回の調査では10
～25％程度の低減効果が見られた。ML(V)SS濃度も現状では100mg/L程度と低レベルであるが、曝

気槽内において浄化に関与する微生物の増殖が途上であると考えられた。 
  一方、最終沈殿池底層では表層と比較して還元状態が強く低DOレベル、高濁度であることから、

汚泥の蓄積状態によっては、後段の塩素消毒への影響も懸念されるため、返送･引き抜き汚泥の適切

な管理に注意を要する必要がある。 
②現状把握（２）；塩素混和池の消毒効果については、9月下旬以降、安定して大腸菌群数は3,000cfu/mL

以下となっている。今回の調査結果でも放流水の残留塩素は0.1mg/L、大腸菌群数は700cfu/mLであ

り、放流水水質基準以下の値であった。残留塩素の検出濃度が0.05mg/L以上であれば、放流水質基

準以下の値で安定するものと考えられた。 
③消毒実験結果； 消毒実験の対象水を2、3系終沈上澄液とした実験は、2、3 系とも次亜塩素酸ナトリ

ウムの添加濃度を5mg/Lとすることで、大腸菌群数は放流水質基準の3,000cfu/mL以下となった。ま

た、次亜塩素酸ナトリウム添加濃度とNV遺伝子残存率の関係では、全体的に添加濃度に応じて遺伝

子量の減少効果（一部のデ－タを除く）が現れていた。遺伝子減少量以上に不活化効果が得られてい

るものと推定された。 
④水域調査結果；放流先水域の貞山運河の水質は、8月の調査結果と比較すると、全計測地点で還元状

態が高くなっていた。また、塩分濃度は2.6～3.4％で推移しており、海水による希釈効果は大きいが

DOレベルは低く、下水流入にともなうDO消費が大きい状況が継続していた。さらに、NVの検出濃

度については、各系の終沈上澄液あるいは放流水と同レベルであり、海水の希釈効果があるものの、

貞山運河のNVは高濃度であるため下水負荷の削減が望まれる。 
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【１】－３－４水質測定 

～平成２３年度～ 
○状況 
沿岸の被災３処理場では、被災直後から仮設ポンプによる汲み上げと緊急放流を行っ

た。さらに幹線管渠途中において仮設沈殿池の整備と緊急放流を行った。次亜塩素酸ソ

ーダによる消毒処理を伴っていたものの、浄化機能が低下した状況では、放流先への悪

影響が懸念された。 
 

○対応 
各浄化センターにおいて以下に示す地点での水質測定を業者委託により実施した。

測定項目は pH、SS、COD、大腸菌群数、残留塩素（4/5 から BOD 追加）とした。 
 
(ｱ)仙塩浄化センター： 放流水(3/29～）、橋本橋(3/21～）、念仏橋(3/22～）、 

多賀城緩衝緑地公園内沈殿池(3/22～4/19）、仙台港(3/29～） 
(ｲ)県南浄化センター： 放流水(4/7～）、赤井江放流口(3/24～6/2）、 

赤井江上流側（藤曽根大師橋 3/24～6/2）、赤井江下流側(3/24～6/2） 
(ｳ)増田川沈殿池：放流水(3/28～5/9 以下同様）、上流側(柚の木橋) 、下流側(寺野大橋)   
(ｴ)石巻東部浄化センター： 放流水(4/4～）、放流先付近(4/14～）、 

放流先上流側(4/14～）、放流先下流側(4/14～） 
(ｵ)真野川沈殿池（石巻第 2 ポンプ場）： 放流水(3/28～7/11）、放流先付近(3/28～7/25 

以下同様）、放流先上流側、放流先下流側 
 

（ア）仙塩浄化センター付近採水地点 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

※『地図・空中写真閲覧サービスデータ』(国土地理院）を加工して作成 

４．まとめ 
初沈流出水に比較して終沈上澄液の溶解性有機物濃度（D-CODcr）は、8月での簡易曝気処理時に

は低下していなかったが、今回の調査では10～25％程度の低減効果が見られた。ML(V)SS濃度も現

状では100mg/L程度と低レベルであるが、曝気槽内において浄化に関与する微生物の増殖が途上で

あると考えられた。また、3系ではTC、NVともに40～90％程度の除去効果が見られた。MLSS濃度

が2系に比較すれば若干高いが、汚泥の返送条件が異なっていることが要因と推定され、MLSSの生

成状況の把握も含め継続した調査が必要があると考えられた。放流先の貞山運河においては、海水

による希釈効果は大きいがDOレベルは低く、下水流入にともなうDO消費が大きい状況が継続して

いる。下水負荷の削減とともに、継続した調査により状況を把握する必要があると考えられた。 
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（イ）県南浄化センター付近採水地点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※『地図・空中写真閲覧サービスデータ』(国土地理院）を加工して作成 
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（ウ）増田川沈殿池付近採水地点 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※『地図・空中写真閲覧サービスデータ』(国土地理院）を加工して作成 
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（エ）石巻東部浄化センター付近採水地点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※『地図・空中写真閲覧サービスデータ』(国土地理院）を加工して作成 
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（オ）真野川沈殿池（石巻第２ポンプ場）付近採水地点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    ※『地図・空中写真閲覧サービスデータ』(国土地理院）を加工して作成 
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○課題 
BOD、SS は根本的な対処が困難な状況にあったため、水質汚濁の進行、生態系への悪

影響が懸念されたが、放流水質は水質汚濁法の一般排水基準に近いレベルで推移した。

関係漁協への聞き取り調査でも、流域下水道に関する懸念の声は聞かれなかった。むし

ろ大腸菌群数については、初期から塩素投入を行ったものの、消毒効果が小さく、基準

値を大きく上回る状態が継続した。 
 

 

～平成２４年度～ 
○状況 

被災３処理場については、簡易沈殿処理→簡易生物処理→一部系列での生物処理→ 

全系列（石巻東部浄化センターは 3系列中 2系列）での生物処理と施設の段階的な復 

旧に伴い、放流水質についても段階的な向上が見られ、石巻東部浄化センターは平成 

24 年 9 月に、仙塩浄化センターは平成 24 年 12 月に、県南浄化センターは平成 25 

年 1 月に放流水質が震災前の状態に復帰した。 

  

○対応 

測定の継続及び、測定結果については、速やかにホームページに掲載し、広く県民 

への周知を行った。 
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○課題 

BOD、SS は根本的な対処が困難な状況にあったため、放流先への悪影響が懸念さ 

れたが、水質汚濁法の一般排水基準に近いレベルで推移した。関係漁協への聞き取り 

調査でも、流域下水道に関する懸念の声は聞かれなかった。むしろ大腸菌群数につい 

ては、塩素投入を初期から行ったものの効果が少なく、基準値を大きく上回る状態が 

継続した。 

仙塩浄化センターの放流先である貞山運河では、環境省が実施した調査で平成 23 

年度の水質が河川部門で全国ワースト１となる他、貞山運河が接続する松島湾での 

コンブ等が不漁になるなど、浄化センター周辺の環境に問題が発生しており、今後 

も継続した周辺環境の調査が必要と推定された。 
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【１】－３－５大腸菌群数削減対策 

 ～平成２３年度～ 
○状況 

（ア）生放流時の塩素添加量は「下水道維持管理指針」において 7ppm(≓mg/ｌ)とされてい

たため、当初そのレベルでの添加を目標としたが、被災直後は十分な薬剤の確保が困難

であった。調達状況が改善するにつれ目標の添加量を加えたものの、はかばかしい効果

は得られず、下水道法に規定する 3,000 個／cm３の基準は緊急放流箇所、処理場いずれの

地点でも達成できなかった。 
（イ）汚濁成分が除去できていないことにより、下水中のアンモニア、鉄、マンガン等の

陽イオンが塩素と結合し、遊離残留塩素はほぼゼロの状態であった。アンモニア化合物

としての結合残留塩素も予測よりもはるかに低く、指針を上回るレベルでの添加が必要

とされた。 
 
○対応 

（ア）仙塩：緊急放流時に 7.3ppm、以後 5 月 9.5ppm(≓mg/ｌ)、6 月以降は 14.1ppm(≓mg/
ｌ)と添加量を増やしたが、はかばかしい効果は得られず、6 月に土木研究所が有効な塩

素滅菌の実施に向けて調査を行った。下水を採取して塩素の添加実験を行うと、10ppm(≓
mg/ｌ)で基準を満たすレベルに達することが分かった。実際の添加量が 14ppm(≓mg/ｌ)
であるにも関わらず、滅菌が不十分なのは、混合・撹拌が十分に行われず、塩素と細菌

との効果的な接触が行われていないためと判明した。また、処理槽及び塩素混和池に滞

留した汚泥及びその巻き上がりが消毒を阻害していることが判明した。その後処理場で

は汚泥くみ上げを行うと共に、塩素混和池へ攪拌機を導入し、9 月以降は基準値を安定的

に満たしていた。 
 
（イ）県南：4 月下旬に赤井江への放流量を制限し、場内を経由して海域への放流に切り替

えた。当初、塩素の添加率は 10ppm(≓mg/ｌ)を目標にしたが、十分な消毒効果は得られ

なかった。5 月下旬に塩素添加量を 20ppm(≓mg/ｌ)まで上昇させたものの、それにも関

わらず大腸菌群数は高いレベルで推移した。6 月上旬、主ポンプの復旧、塩素混和池の使

用開始により、汚水と塩素との接触が十分に行われるようになると、大腸菌群数は一気

に低下し、14ppm(≓mg/ｌ)の添加で十分な効果が得られるようになった。 
 
（ウ）石巻東部：仙塩・県南とは異なり大腸菌群数はそれほど高いレベルにならなかった。

これは震災によって配管損傷等による河川水・海水の混入が生じていることや、被災住

民の転居によるものと考えられた。河川水・海水はそれぞれ流入水量の約 1/3 を占めてい

ると推定された。大腸菌群数は被災地の復旧作業の進行による負荷増大、負荷変動によ

って基準値を超過する場合もみられる。塩素添加量は 5 月までは 1ppm に満たなかった

ものの、その後段階的に増量させており、11 月以降は 6ppm(≓mg/ｌ)となっていた。 
 

○課題 
当初、大量の塩素添加による周辺海域への悪影響が懸念されたものの、汚水の塩素消

費能により、結合塩素（クロラミン）濃度はそれほど高くならなかった。水産部局に

よる石巻湾での調査においても例年並みの水準であった。 
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～平成２４年度～ 
○状況 

段階的な施設の復旧による放流水質の改善に伴い塩素消毒効果が向上したことか

ら、大腸菌群数の改善が見られた。 

 

○対応 

①仙塩 

大腸菌群数は概ね 30 個未満/cm3で管理されていた。塩素添加量は、放流水質の BOD 

が比較的高かった平成 24 年度当初は 5～10ppm(≓mg/ｌ)であったが、施設の段階的な

復旧に伴う水質の向上に合わせて添加量を調整し、震災前の水質に復帰した 12 月以

降は 2ppm(≓mg/ｌ)となっていた。 

  ②県南 

平成 24 年度当初は最大 46 個/cm3を記録したが、年間を通じて大腸菌群数は概ね 5 

個/cm3 未満で管理されていた。塩素添加量は年度当初は 14ppm(≓mg/ｌ)であったが、

施設の復旧に伴う水質の向上に合わせて添加量も調整し、震災前の水質に復帰した

平成 25 年 2 月以降は 2ppm(≓mg/ｌ)となっていた。 

  ③石巻東部 

平成 24 年 8 月までは接触酸化による簡易生物処理のため、放流水の BOD・SS 等の

濃度が高く塩素が有機物に消費されてしまうため、塩素添加量を 5～11ppm(≓mg/ｌ)
と比較的高くして対応したが、大腸菌群数の管理は十分に出来なかった。同年 9 月

に第 1 系列の純酸素処理が復旧し、放流水質が震災前のレベルに復帰し大腸菌群数

の管理が可能となり、塩素添加量は 2ppm(≓mg/ｌ)となっていた。 

 

○課題 

震災直後、大量の塩素添加による周辺海域への悪影響が懸念されたものの、汚水

の塩素消費能により、結合塩素（クロラミン）濃度はそれほど高くならなかった。

水産部局による石巻湾での調査においても例年並みの水準であった。 

震災から 2年が経過し、周辺海域での漁業が再開されてきたことから、放流水の 

大腸菌群数や塩素濃度について、震災前と同様の精度の高い管理が必要となって 

きていた。 
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【１】－４災害復旧事業 

 

【１】－４－１処理場の復旧工程 

  仙塩、県南、石巻東部の３箇所の浄化センターの水処理機能は平成２４年度までの２

年間で完全復旧させることを目標にした。県民に公表した復旧工程表と具体の復旧手順

を以下に示す。 

  

 

 

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月
H26以降

仙塩流域下水道
　仙塩浄化センター
（所在地：多賀城市）

北上川下流東部
流域下水道
　石巻東部浄化センター
（所在地：石巻市）

阿武隈川下流
流域下水道
　県南浄化センター
（所在地：岩沼市）

※石巻市、女川町の汚水を処

理

※仙台市、白石市、名取市、

角田市、岩沼市、蔵王町、大

河原町、村田町、柴田町、丸

森町、亘理町の汚水を処理

※仙台市、塩竃市、多賀城

市、七ヶ浜町、利府町、大和町

の汚水を処理

H２３ H24 H25

簡易処理 通常処理暫定処理

簡易処理 通常処理暫定処理

簡易処理 通常処理中級処理

１・４系通常処理の開始

２・３系通常処理の開始

１系通常処理の開始

２・３系生物処理の開始

２・３系通常処理の開始

４系通常処理の開始
１／２系通常処理の開始

３系通常処理の開始
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○仙塩浄化センター 
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〈実質〉H24年 4月 2,3系列で生物処理開始，8月 1,4系列で通常処理開始， 12

月汚泥焼却施設試運転を開始。 H25年 1月全系列で通常処理開始，汚泥処理施設

稼働、汚泥焼却施設本格稼働。当初計画よりも３ヶ月短縮して従前レベルの処理水準

を確保に至った。（復旧完了） 

 

 

    

 

 

 

 

 ＜H24.4『復興への道、甦る水』仙塩浄化センター・下水処理開始＞ 

 

  

        

 

    

＜H24.12 汚泥焼却施設の試運転開始＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜H25.1 仙塩浄化センター汚泥焼却施設燃焼開始式＞ 
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○県南浄化センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈実質〉県南：H24年 4月～10月にかけて，段階的に 1.5～4系列で通常処理開始，

H25 年 1 月汚泥処理関係施設稼働，2 月燃料化施設試運転開始。H25 年 3 月従前レ

ベルの処理水準を確保に至った。（復旧完了） 

 

 

  

   ＜第４系列水処理の復旧状況＞       ＜重力濃縮設備の復旧状況＞ 

 

01.管理棟
02.沈砂池ポンプ棟

03.第一水処理
電気室

04.第二水処理電気室

05.最初沈殿池（分水槽、管廊含む）

06.反応タンク（管廊含む）

07.最終沈殿池（管廊含む）

08.送風機棟

09.汚泥濃縮施設
（濃縮タンク）

10.機械濃縮棟11.ガスブロワー

ボイ ラ ー棟

12.汚泥消化タンク

13.ガスタンク

（脱硫塔、余剰ガス

燃焼装置含む）

14.第一脱水機棟

15.第二脱水機棟

16.コンポスト化施設
（撤去のみ）

17.自家発電機棟

18.流入渠

21.放流渠(消波ブロック）

19.塩素滅菌施設

20.砂ろ過施設

災害復旧スケジュール H240125 阿武隈川下流流域下水道県南浄化センター 一般平面図

H24. 7～

H25.早期～

水処理の流れ

将来計画

23.場内配管

汚泥燃料化施設

設 備土木・建築

H24. 8～

H25.4～稼動

H23. 7～

H23.12～

H24. 4～

H24.12～

H25早期～

H23. 7～

H24. 4～

H24. 3～

H24. 1～

H23.11～

H24. 9～

22.中央管廊

26.倉庫

27.油脂庫

29.導水渠φ 1200

29.導水渠φ 600

30.仮導水渠φ 900（撤去）

28.場内整備

H24. 6～

H24. 5～

124



   

＜H24.5.23 第３系列通水開始＞      ＜第３系列 最終沈殿池復旧状況＞ 

 

    

＜管理本館の復旧状況＞ 

 

 

＜Ｈ２５．２．２６  汚泥燃料化施設試運転開始＞ 

   ※汚泥燃料化施設の災害復旧工事は、津波被災による損害を受けた“汚泥高速発 

酵施設（コンポスト施設）”の能力を付加した仕様での復旧となった。 

  既設能力 ： ５０ｔ／日 

  今回能力 ： ６６ｔ／日（＋１６ｔ／日） 
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○石巻東部浄化センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈実質〉H24年 4月 2系で簡易生物処理開始，9月 1系列通常処理開始，H25年 1月 3

系列通常処理開始，平成 26年 3月 2系列通常処理開始。（復旧完了） 

 

 

  ０次放流対策（応急仮工事）　使用開始　Ｈ２３．０３．２５～　（工事期間　Ｈ２３．０３．２３～Ｈ２３．０３．２４）

塩素混和池

地下管郎 流入渠

固形塩素剤

　一次放流対策（応急仮工事）　使用開始　Ｈ２３．０４．２２～　（工事期間　Ｈ２３．０３．２３～Ｈ２３．０４．２１）

塩素混和池

流入渠

固形塩素剤 ※ 仮復旧により、H23.7から沈砂池および

汚水ポンプ使用開始

　一次放流対策（応急本工事）　使用開始　Ｈ２４．０４．０１～　（工事期間　Ｈ２３．０３．２３～Ｈ２４．０３．３１）
次亜塩注入設備室

塩素混和池

流入渠

　第２系列簡易生物処理対策（仮工事）　使用開始　Ｈ２４．０５．０１～　（工事期間　Ｈ２４．０１(契約予定)～Ｈ２４．０４．２７）
次亜塩注入設備室

塩素混和池

流入渠

　第１系列高級処理対策（応急本工事）　使用開始　Ｈ２４．０９．０１～　（工事期間　Ｈ２３．０９～Ｈ２４．０８．３１）
次亜塩注入設備室

塩素混和池

流入渠

　第３系列高級処理対策（本工事）　使用開始　Ｈ２５．０３．０１～　（工事期間　Ｈ２４．０２（契約予定）～Ｈ２５．０２．28）
次亜塩注入設備室

塩素混和池

流入渠

　⑦第７段階　第２系列高級処理対策（本工事）　使用開始　Ｈ２６．０４．０１～（全系列（１・２・３系）使用による水処理開始）

終沈 反応タンク 初沈 沈砂池

終沈 反応タンク 初沈 沈砂池

終沈 反応タンク 初沈 沈砂池

終沈 反応タンク 初沈 沈砂池

終沈 反応タンク 初沈 沈砂池

 第７段階
 （第１～３系高級処理放流）

終沈 反応タンク 初沈 沈砂池

４四半期

 第１段階
 （０次処理放流）

 第２段階
 （一次処理放流）

 第３・第４段階
 （一次・簡易生物処理放流）

 第５段階
 　第２系簡易生物処理・
 　第１系高級処理　放流

 第６段階
 （第１・３系高級処理放流）

２四半期 ３四半期 ４四半期 １四半期 ２四半期 ３四半期４四半期 １四半期 ２四半期 ３四半期 ４四半期 １四半期２四半期 ３四半期 ４四半期 １四半期 ２四半期 ３四半期

石巻東部浄化センター水処理災害復旧実施計画工程
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

3 １四半期

①

③

②

④

⑦

⑥

⑤

Ｐ

①
第
１
段
階

Ｐ第１系列

第２系列

第３系列

Ｐ②
第
２
段
階

③
第
３
段
階

④
第
４
段
階

簡易処理

⑤
第
５
段
階

簡易処理

高級処理

⑥
第
６
段
階
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         ＜H24.4 水処理施設の簡易生物処理（全景）＞ 

 

 

 

＜H24.9 石巻東部浄化センター 下水処理開始式＞ 
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          ＜H25.1 水処理施設の復旧状況＞ 

 

  

           ＜H26.3 水処理施設の復旧状況＞ 
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【１】－４－２災害復旧事業費 

 

 

仙塩 11,516,722

阿武隈川下流 16,897,398

北上川下流東部 4,561,278

計 32,975,398

※工事雑費は計上していない。

※平成２５年度で７流域全ての事業が完了している。。

災害復旧事業費(千円)【確定値】流域名

129



 

【１】－４－３津波対策の実施〈重要施設の耐水化・高層化等〉 
（１）津波対策の概要 

災害査定実施にあたり、事前協議並びに実施後の変更等の結果に基づき、津波対

策を行った。 
    実施に施行した状況を以下のとおり示す。 
   

 
②現行基準等の確認 （耐水化） 

   ⅰ）対象基準等：下水道施設計画・設計指針と解説 

第３章ポンプ場施設 §3.1.2 位置及び安全対策、環境対策 

  （２）ポンプ場は、雨水の異常流入や吐出先の異常高水位に対して排水機能を確保すると

    ともに浸水に対し安全対策を施す。 

 【解説】 

      ２）ポンプ室、電気室、監視制御室等重要設備室の外部開口部、貫通穴等は、構内地

     盤より高くするか、扉等の水密化、角落しの設置等により防護できること。 

   ３）揚排水機能の確保に必要な設備に対しては、浸水防止対策を施す。 

第６章電気計装設備 §6.1.4 地域特性 

   電気・計装設備は、当該地域の気候的、地理的及び社会的条件について考慮すると 

   ともに、環境的要因に対する対策を検討する。 

 【解説】 

    （４）侵入対策の例は、次のとおりである。 

    １）台風、大雨等による異常流入が生じた場合、電気・計装設備の浸水により処理

      ・排水機能に支障を来すおそれがあるため、施設の配置、据付け高さ等に留意

       する。 

    ２）電気室、監視室は、浸水対策を施す。 

 

③現行基準等の解釈 （耐水化） 

     対象基準等により、以下の事項への対応が可能と判断する。 

   ⅰ）ポンプ場施設（一般的な中継ポンプ場と処理場内の沈砂池ポンプ施設）への対 

応は可能と判断する。 

      例）浸水に対する止水防止策（扉等の水密化等） 

 

   ⅱ）電気計装設備への対応は、処理場並びにポンプ場に該当する事項であり、高層 

化等の浸水対策が可能と判断する。 

 

④実施への対応 

         今回の災害査定においての進め方は、以下の”対策の実施（案）”を原則と 

し、全施設を対象に対策を行うのではなく、重要施設のみの対策を行うことと 

する。 

     なお、各処理場の立地条件等が異なることから、採用の有無を含む個別対応も 

可能とする。 

 
 
※枠内は第５章災害査定-津波対策手法の選択〈重要施設の耐水化・高層化等〉より抜粋 
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○窓閉鎖（耐水化）による津波対策【県南浄化センター】 
【③現行基準等の解釈ⅰ）ポンプ場施設（一般的な中継ポンプ場と処理場内の沈砂池ポ

ンプ施設）への対応例（１）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     
＜被災状況＞                  ＜復旧状況＞ 

  
○耐水扉（耐水化）による津波対策【県南浄化センター】 
【③現行基準等の解釈ⅰ）ポンプ場施設（一般的な中継ポンプ場と処理場内の沈砂池ポ

ンプ施設）への対応例（２）】 

         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜被災状況＞                  ＜復旧状況＞ 

    
○電気設備高層化（２Ｆへ移動）による津波対策【県南浄化センター】 
【③現行基準等の解釈ⅱ）電気計装設備への対応例（１）】 

     
                 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜着工前＞                    ＜復旧状況＞ 
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【２】－１各処理場の復旧工程 
  鹿島台、大和、石巻、石越の４箇所の浄化センターは内陸部に位置しており、処理場

においては津波による浸水被害等無く、鹿島台・石巻浄化センター及び最終沈殿池搔寄

機の破損が生じたが、軽度被害であった。このため、ポンプ場・管渠等の災害復旧事業

は長期的に実施していたが、各処理場において、３月末には通常の水処理を実施してい

た。各処理場の工程表を下記に示す。 

   
 

【２】流域下水道-津波による被災のなかった流域（鳴瀬川・吉田川・北上

川下流・迫川） 

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

鳴瀬川流域下水道
鹿島台浄化センター

吉田川流域下水道
大和浄化センター

北上川下流流域下水道
石巻浄化センター

迫川流域下水道
石越浄化センター

H23 H24 H25
H26以降

通常処理

通常処理

通常処理

通常処理
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○鹿島台浄化センター 
〈実質〉最終沈殿池搔寄機が破損したが，処理に影響を与える施設被災無し。3月中

旬電力復電。通常処理開始。4 月末最終沈殿池搔寄機復旧。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜目で見る｢甦る水｣の再生より＞  

 
○大和浄化センター 
〈実質〉舗装・管廊目地等が損傷したが，処理に影響を与える施設被災無し。3 月中

旬電力復電。通常処理開始。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜目で見る｢甦る水｣の再生より＞ 
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○石巻浄化センター 

〈実質〉H23 年 3 月中旬電力復電。3月末最終沈殿池搔寄機復旧，通常処理開始。 

 

 

 

 
          
 
 
 
 
 

＜東部下水 3 年間のあゆみより＞  

 
 
○石越浄化センター 

〈実質〉舗装、排気ダクト等は被災したが、処理に影響を与える施設被災無し。H23 年

3 月中旬電力受電復旧。通常処理開始。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜東部下水 3 年間のあゆみより＞ 
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【２】－２災害復旧事業費 

 

鳴瀬川 42,298

吉田川 126,450

北上川下流 155,981

迫川 489,067

計 813,796

※工事雑費は計上していない。

流域名 災害復旧事業費(千円)【確定値】
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第７章 
 

放射能汚染対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



【１】放射能汚染対策の主な経緯 
平成 23 年 4 月下旬、福島県内の下水処理場で発生した脱水汚泥から、高濃度の放射能

が検出されたとの報道がされたことを受け、従来の汚泥処分先や国からの受け入れ基準

等の通知に基づく処理が必要となった。 

主な対応経緯について下記により示す。 

 

処分方法
委託割
合（％）

受入条件 処分方法
委託割
合（％）

受入条件 処分方法
委託割
合（％）

受入条件

①セメント化 27
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

②コンポスト化 58
200Bq/kg(Ｈ23.6農水省
通知による)

③埋立 15

①セメント化 45
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

②コンポスト化 27
200Bq/kg(Ｈ23.6農水省
通知による)

③埋立 3

④仙塩焼却 25

⑤県南燃料化 0.1

①セメント化 27
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

②コンポスト化 18
200Bq/kg(Ｈ23.6農水省
通知による)

③仙塩焼却 48

④県南燃料化 7

①セメント化 17
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

①燃料
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

②コンポスト化 7
200Bq/kg(Ｈ23.6農水省
通知による)

②セメント化
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

③仙塩焼却 52 ③コンポスト化
200Bq/kg(Ｈ23.6農水省
通知による)

④県南燃料化 24 ④埋立 40

①セメント化 18
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

①燃料
100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

②コンポスト化 6
200Bq/kg(Ｈ23.6農水省
通知による)

②セメント化

③仙塩焼却 49 ③コンポスト化
200Bq/kg(Ｈ23.6農水省
通知による)

④県南燃料化 27

100Bq/kg(クリアランスレ
ベルによる)

受入先との調整により，ばい
じんのセメント化処分が可能

となった。

埋立

下水汚泥受入先との各種提
示条件等の協議により受入
先数・搬出量増を図った。

燃料化施設・焼却施設が年
度末に復旧したことにより、
自家処理が可能となった。

脱水汚泥の受入可能放射
能濃度基準値を下回り埋立

処分が不要となった。

受入先との調整により，ばい
じんの埋立処分が可能と

なった。

セメント化

年度 概要 脱水汚泥 仙塩焼却灰

処分方法と受入条件

県南燃料化物放射能濃度(セシウム値)
測定頻度

60

100
100

23
汚泥12回/年 施設被災のため処分無し 施設被災のため処分無し

24

26

27

25

場内保管 燃料
100Bq/kg(クリアランスレ

ベルによる)

場内保管

100
受入先なし

（H26年度に全量埋
立）

100
受入先なし

（H26年度に全量埋
立）

燃料 100

汚泥・ばいじん12回/年
燃料化物24回/年

汚泥・ばいじん12回/年
燃料化物24回/年

汚泥・ばいじん12回/年
燃料化物24回/年

汚泥4回/年
ばいじん12回/年
燃料化物24回/年

100

100
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【２】汚泥受け入れ企業対応 
（１）震災当初の状況 

平成 23 年 4 月下旬、福島県内の下水処理場で発生した脱水汚泥から、高濃度の放射能

が検出されたとの報道がされたことを受け、Ａセメント工場から平成 23 年 5 月 25 日に

下水汚泥の受入停止と放射能測定の義務付けについて通知された。被災 3処理場はこの

時点では脱水汚泥の排出はなかったが、ほぼ正常に稼働している他の 4処理場も含め、

汚泥処理の見通しが懸念された。 

 
（２） 対応 
(ア) 震災当初、Ｂセメント工場は稼働できる状態ではなかった。県内のコンポスト 2

社は、平成 23 年 6 月 24 日の農水省の汚泥に係る受け入れ基準を 200 Bq/kg とする旨

の通知により対応した。併せて，県は仙台市内の最終処分場に汚泥の受入可否につい

て打診した。同社は仙台市南蒲生浄化センターの汚泥を処分予定であるとのことで仙

台市建設局からの紹介があったものである。特に被災 3処理場の汚泥処理が逼迫する

見込みであることを話し、受入を依頼した。同社からは①産廃の溶出基準を満たすこ

と②含水率 85%であること③放射能測定を行うこと④臭気対策が取れることを条件に

受け入れ可能である旨の了解を得た。特に早期の汚泥発生が見込まれた仙塩を中心に

同社への搬出を行うこととした。 

(イ) 平成 24 年度以降は、脱水汚泥の放射能は全施設で 100 Bq/kg を超過することはな

く、放射能が原因で受入停止を受けることはなかった。しかし、施設の復旧が進むに

つれて，汚泥の発生量が増加する一方、汚泥焼却炉や燃料化施設が復旧するまでの間、

脱水汚泥は全て外部委託により処理しなければならないため、新たな受入先の確保に

努めた。その結果、新たに焼却１施設、コンポスト化１施設及び最終処分場１施設で

の処理が可能となった。平成 25 年度以降の脱水汚泥の受け入れ先は、震災前と同様と

なり、最終処分場への搬出は行っていない。 

(ウ) 平成 24 年 12 月に汚泥焼却炉、平成 25 年 2 月に燃料化施設が復旧したため、汚泥

の外部委託予定量が大幅に減少した。しかし、汚泥焼却灰の放射能は平成 27 年度まで

100 Bq/kg（原子炉等規制法に基づく廃棄物等を安全に利用できる基準）を下回ること

はなく、震災前のようにセメント工場に受け入れてもらうことができなかった。また、

最終処分場は、平成 24 年 1 月 20 日環境省から 8,000 Bq/kg 以下の廃棄物は最終処分

場での受入可能とする旨の通知があったにもかかわらず、風評被害の懸念から独自の

受入基準を設け、汚泥焼却灰の受入に難色を示した。そのため、平成 24 年 12 月～平

成 25 年度に発生した汚泥焼却灰は場内保管することを余儀なくされた。しかし、平成

26 年度に汚泥焼却灰の最終処分場での受入が可能となり、併せて平成 24 年 12 月～平

成 25 年度に発生し場内保管していた汚泥焼却灰の処理も完了した。平成 27 年度以降

は、放射能濃度が低下したことから、震災前と同様に、セメント化施設での受入が可

能となった。 

(エ) 一方、燃料化施設は復旧後の平成 25 年 6 月に施設のトラブルで燃料化物の製造が

一次中断された。また、平成 25 年 6 月に再稼働後も燃料化物の放射能濃度が、100 Bq/kg

以上を超えることがあり、燃料として売却できないことから、一部を産業廃棄物とし

て処理した。平成 27 年度も大雨時に不明水が混入することで放射能濃度が一時的に上

昇することがあり、一部を産業廃棄物処理している。 

 

 
（３）課題 

燃料化物については，平成 28年度以降も放射能濃度が一時的に上昇する可能性があり、

一部を産業廃棄物処理することが予想される。 
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流域下水道施設から発生した脱水汚泥の処理状況
H22 H23 H24 H25 H26 H27（見込）

焼却 29,367 0 9,042 30,607 32,413 32,645
燃料化 14,420 0 88 4,120 15,203 17,490
セメント化 10,266 8,762 29,749 17,432 10,439 11,694
コンポスト化 2,309 19,121 17,514 11,123 4,709 4,271
埋立処分 0 4,942 1,858 0 0 0
焼却 0 0 7,470 0 0 0

56,362 32,825 65,721 63,282 62,764 66,100発生量合計（トン／年）

自家
処理

委託
処理

年度

汚泥焼却灰の処理
年度 H22 H24 H25 H26 H27（見込）

セメント化 1,227 0 0 0 1,358
アスファルト化 114 0 0 0 0
埋立処分 0 0 0 1,326 0
場内保管※ 0 298 1,469 0 0
合計（トン／年） 1,341 298 1,469 1,326 1,358
※H24～25年度に場内保管した焼却灰はH26年度内に全量処理した。

燃料化物の処理
年度 H22 H24 H25 H26 H27（見込）

燃料 3,530 22 387 900 3,327
セメント化 0 0 0 557 781
コンポスト化 0 0 133 750 50
焼却 0 0 468 267 0
埋立処分 0 0 0 1,279 0
合計（トン／年） 3,530 22 988 3,753 4,158

139



 

【３】放射能測定 
（１）震災当初の状況 

福島第一原子力発電所で平成 23 年 3 月に発生した爆発により、放射能の広域拡散が確

認されており、福島県の脱水汚泥のみならず、宮城県でも同様の事態が起きている恐れ

があった。 
 
（２） 対応 
(ア) 平成 23 年 5 月 18 日に 5流域で処理場内の放射線量を測定した。敷地境界、処理

系列内、流入渠、汚泥脱水機での測定を行ったところ、一般に敷地境界での値が最も

高く、屋内に設置された汚泥脱水機付近では低い値であった。下水処理場を持つ市町

村にアンケートを行い、要望のあった 8市町村で同様の測定を行った。流域下水処理

場と同様の傾向であったが、県南部の処理場における敷地境界の値が平均値よりもか

なり高い状況であった。 

(イ) 平成 23 年 6 月から実施した汚泥放射能測定では、対象 5流域下水処理場のうち検

出限界未満（検出限界 30Bq/kg 未満）であったのは大和浄化センターのみ。他は最大

が鹿島台浄化センターのセシウム 134,137 合計として 191Bq/kg、最小が石越浄化セン

ターの 86Bq/kg であった。平成 23 年 7 月以降は漸減傾向が見られ、8月は全て検出限

界未満であったが、9月は検出限界未満であった大和浄化センターを除き 84～126 

Bq/kg の値となった。これは台風 15 号による豪雨の影響を受け、表土に由来する放射

能の流入量が増加したためと推察された。 

(ウ) 脱水汚泥のセシウム濃度は、平成 23 年度が最大 191 Bq/kg、平成 24 年度が最大

89 Bq/kg、平成 25 年度が最大 45 Bq/kg、平成 26 年度が最大 26 Bq/kg、平成 27 年度

は全測定で 10 Bq/kg 未満であった。仮設脱水機処理分を除き、全測定を通じてコンポ

スト利用の基準値である 200 Bq/kg を超過するものはなかったが、セメント工場の受

け入れ基準である 100 Bq/kg を超過したものは受け入れ不可となる事例が発生した。 

(エ) 汚泥焼却灰のセシウム濃度は、平成 24 年度に最大 424 Bq/kg の値を示したが、年々

減少しており、平成 27 年度には 100 Bq/kg を下回ることもあった。 

 
（３）課題 

平成 28 年度から、脱水汚泥の放射能検査を年２回に縮小する。しかし、月１回の放射

能検査を中止する条件として３ヶ月連続で不検出となった場合との条件が、汚泥処理委

託先から提示されている場合があり、汚泥焼却灰は平成 28 年度も引き続き月１回の検査

を実施する予定である。 
燃料化物については燃料として売却するためには 100 Bq/kg を下回る必要があり、取

引に必要なため、月２回外注検査を実施している。 
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【４】東京電力賠償請求 
（１）震災当初の状況 

放射能測定費用、汚泥処理に係る費用等の増大が発生し、その手当が懸念された。 
 

（２） 対応 
(ア) 平成 23 年 7 月 25 日村井知事による政府要望実施。下水汚泥も念頭に置きながら、

「放射性物質が含まれる浄水発生土等の保管，処分等にかかる経費については，既に

対応した経費も含め，経費のすべてを国庫負担とする」との文言を盛り込んだ。 

(イ) 政府の原子力損害賠償紛争審査会は、平成 23 年 8月 5日に原発事故の賠償の目安

となる中間指針を公表した。汚染された下水汚泥などの処理費用も補償対象と解釈さ

れているが、具体的にどの範囲が対象になるかは示されなかった。平成 23 年 8 月 30

日に東京電力ホームページのプレスリリースにて、「本補償に向けた取組について」が

発表され、各種原子力被害の補償基準や今後のスケジュール等が示された。下水道事

業の被害を含む地方公共団体の被害に係る補償基準については、「事故の収束状況等を

踏まえつつ、継続的に検討を行った上で改めて案内」とされた。 

(ウ) 国交省東北地方整備局の仲立ちにより平成 23 年 11 月 30 日に福島県で「下水道副

次産物等に関する原子力損害の賠償請求手続説明会」が開催された。11 月 30 日までの

支出分については、平成 23 年 12 月 1 日から請求申請が可能である旨説明された。下

水道課は、県流域下水道の維持管理に係る損害額 278,439 円を平成 24 年 2 月 24 日に

賠償請求した。 

(エ) 平成 24 年 1 月以降の宮城県内の下水道事業については東京電力（株）から、「賠

償請求の対象外」との方針が示されたことから、平成 24 年 1 月以降の賠償については、

原子力安全対策課の方針に従い請求することとなった。 

(オ) 平成 23～25 年度に発生した損害の請求は、99.8%の支払いがされている。 

 
（３）課題 

平成 27 年度分以降は、放射能測定費用、燃料化物の産業廃棄物処理費用及び売上損失

を賠償請求する。燃料化物の放射能濃度は減少傾向にあるが、大雨時にセシウム濃度が

上昇するため廃棄物処理する可能性がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

東電賠償請求（下水道課関係）

対象
年度

請求額
（円）

請求年月日
支払額
（円）

支払年月日
不払額
（円）

主な請求項目

H23 278,439 H24.2.24 278,439 H26.3.28 0
放射能測定，汚泥処分費用
差額

H24 2,876,023 H26.9.26 2,876,023 H27.8.24 0
放射能測定，焼却灰保管費
用

H25 202,136,640 H27.3.30 201,735,140 H27.12.18 401,500
放射能測定，焼却灰保管費
用，汚泥処分費用差額

H26 109,362,671 H27.11.17
放射能測定，焼却灰処理費
用差額，燃料化物産廃処理
費用
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【５】石越浄化センターでの汚染稲わら保管 
 
（１）農林水産部からの依頼 

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故によって、宮城県内にも多量の放射

性物質が飛散し、当時水田に広げて乾燥させていた飼料用の稲わらが汚染された。 

平成 23 年 9 月 1日、農林水産部畜産課、東部地方振興事務所登米地域事務所、登米市

より、この汚染された稲わらのうち、登米市旧石越町内産の稲わらについて、迫川流域

下水道・石越浄化センター敷地内に一時保管施設を設置したい旨の打診があった。 

畜産課の説明によれば、登米市内の汚染稲わら数量は約 1,900 トン（8 月 18 日現在）

で 1m ロールに換算して 14,400 個（新聞報道）相当である。また、放射性セシウムの濃

度は最大 35,526 Bq／㎏、平均 11,634 Bq／㎏であった。 

畜産課が示した保管施設計画では、同浄化センターの管理棟南側の未利用地約 1.3 ㌶

を整地し、パイプハウスを建ててその中に稲わらを 2 年程度保管したいとのことであっ

た。 

予定地である石越浄化センターには、指定管理者であるアイ・ケー・エス（株）の職

員が常駐し維持管理に当たっているほか、災害復旧工事関係業者が場内で作業に従事し

ており、保管施設計画策定にあたっては、汚染物の飛散や常駐職員の被曝に対する不安

を払拭するための対応が議論された。 

協議の結果、農林水産部は石越浄化センターにおける『稲わら一時保管施設放射線管

理要領書』を定め、施設の管理責任を明確化した。 

また放射線管理方法としては、常駐職員へのポケット線量計装着やポータブル線量計

の貸与を行うとともに施設周辺の放射線量測定位置や測定頻度を定め、バックグラウン

ド線量からの変動を注視することとし、線量増加の際の作業中止基準や対応策を定めて

施設整備に臨んだ。 
 
（２）一時保管施設の概要 
  ・施設の場所：登米市石越字川前 石越浄化センター地内 

  ・面積：１２，１１５㎡ 

  ・施設使用者：宮城県農林水産部 

  ・使用目的：旧石越町由来の放射能汚染稲わらの一時保管 

  ・使用期間：平成２３年１０月２８日から平成２５年１０月２７日まで 

        （現在、平成２９年３月３１日までに延長） 

  ・保管施設：パイプハウス（幅 5.6m 長さ 27m 高さ 4.3m）×10 棟 

  ・保管数量：409 トン（2,836 ロール） 

 
（３）手続き等 
① 農林水産部長発、土木部長あて「公有財産使用承認申請書」（平成 23 年 10 月 25 日

付、畜第 708 号）により、浄化センター敷地での一時保管施設としての使用について

協議があり、同月 28 日に承認。 

② 宮城県知事発、国土交通省東北地方整備局長あて「都市・地域整備局所管補助事業

等に係る財産処分報告書（東日本大震災関連）」（平成 23 年 11 月 9 日付、下水第 158

号）を東北地方整備局に提出し、受理される（使用期間は、平成 25 年 10 月 27 日まで）。 

③ 平成 25 年 10 月 29 日付で、使用期間を平成 27 年 10 月 27 日までとする財産処分報

告書を東北地方整備局に提出し、受理される。 

④ 平成 27 年 10 月 23 日付で、使用期間を平成 29 年 3 月 31 日までとする財産処分報告

書を東北地方整備局に提出し、受理される。 
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（４）施設の整備 
  一時保管施設の整備は、地元登米市の委託を受けた宮城県農業公社ほかにより実施さ

れ、完成時には計画に合致した施設であることを下水道課と東部下水道事務所が立ち会

った上で確認した。 
  また、保管計画に則り、一時保管施設のバックグラウンド線量確認を実施した。 
 
（５）搬入作業と放射線管理 
  搬入開始前、農林水産部畜産課の提案により、パイプハウス内面に稲サイレージ（刈

り取った未乾燥の稲をそのまま束ねてロールにしたもの。酸素の影響が少なく、飼料と

しての熟成が進む）を２段積みにして放射線量の上昇防止を図りたいとの提案があり、 

承諾した。 
  現在登米市では、保管庫周辺の放射線量測定を週１回、保管庫直近９カ所、規制線付

近６カ所で行い、市ホームページで公表している。放射能測定と合わせて保管庫内部の

状況確認、シート等の破損状況の確認を行い、一部破損などの異常を発見した場合は、

速やかに補修や修繕を行っている。 
 
（６）課題 
  指定廃棄物の処理の目処が立たないことから、当初想定していた保管期限を延長する

ことを容認した。一方、平成 27 年 8 月～平成 28 年 1 月に環境省が行った放射能濃度の

再測定において、石越浄化センターの保管稲わらのセシウム濃度が、8,000 Bq/kg 以下と

なっていた。指定廃棄物の処理方針の見直しが予想されることから、今後の動向を注視

する必要がある。 
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第８章 
 

指定管理者対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

【１】指定管理期間延長等の措置 
東日本大震災によって被災し、機能停止している３流域（仙塩・阿武隈川下流・北上 

川下流東部）の浄化センターについては、平成２４年度までの水処理施設復旧、平成２

５年度までの焼却炉施設、汚泥燃料化施設も含む完全復旧を図り、施設全体の安定した

稼働再開を見込んでいた。 

一方、当該施設を管理している現指定管理者の指定期間は、全流域とも平成２３年度 

まで（平成２１年度から２３年度までの３カ年）となっており、災害復旧事業の期間中

に指定期間が満了することから、平成２４年度以降の指定管理について以下のとおり対

応することとした。 

 

番

号 

流域下水道名 対応方法 期間 現在の指定管理者 

１ 仙塩 指定期間延長 ２年 (財)宮城県下水道公社 

２ 阿武隈川下流 指定期間延長 ２年 水 ing(株) 

３ 鳴瀬川 
非公募で指定 ２年 石垣メンテナンス(株) 

４ 吉田川 

５ 北上川下流 

指定期間延長 ２年 石巻環境サービス(株) ６ 迫川 

７ 北上川下流東部 

 

（１）仙塩・阿武隈川下流・北上川下流・迫川・北上川下流東部流域の指定期間延長 
 以下の理由により、「仙塩」，「阿武隈川下流」，「北上川下流・迫川・北上川下流東

部」を管理する現指定管理者の指定期間を延長することが適切と判断した。 
 
（ア）被災した下水処理場で安全・確実な維持管理業務を行うためには、復旧の進捗に

応じた段階的な下水処理運転を行いながら、迅速かつ臨機応変な対応を併せて行う必

要がある。よって、施設が復旧し、安定的な水処理及び汚泥処理が可能となる平成２

５年度までは、下水処理について専門的な知識や経験を持ち、その施設を熟知してい

る現指定管理者以外に管理を任せられないこと。 

（イ）今後予定している施設復旧は単なる原形復旧ではなく、再度災害の防止の観点か

ら既存施設の改良を伴うため、新たに指定管理を希望する事業者に対し、施設の管理

方法等についての正確な情報を提供することが出来ない。 

また、管理運営費用の積算が困難であり、新規参入希望事業者が適切な事業計画を

作成出来ないこと。 

（ウ）流域下水道の維持管理費用は、各流域の市町村が流入汚水量で案分し負担してい

ることから、施設の被災状況や現指定管理者に引き続き維持管理を続けさせること等

について、流域関連市町村会議で議論し、関係市町村から延長に賛成との意見を得て

いること。 

（エ）北上川下流流域・迫川流域下水道については、北上川下流東部と合わせて石巻環

境サービス(株)と一括で下水道の管理・運営に関する協定を結んでおり、一部流域を

切り離して指定管理者を選定することは管理経費の増大等のデメリットが生じる恐

れがあること。 

 

 

145



 

なお，指定期間の延長協定は初めての事例となり、事務決裁等は以下のように行った。 
・平成 23 年 6 月～7 月 行政経営推進課に対する、指定管理期間延長の是非に関する協議 
・平成 23 年 8 月    指定管理者に対する、期間延長の協議 
・平成 23 年 12 月   １１月議会において、指定管理期間の延長について議決 
・    〃      議決を受け、指定管理者に対し期間延長の通知 
・平成 24 年 2 月    24･25 年度管理経費に関する積算協議 
・平成 24 年 3 月    変更協定締結 
 
（２） 鳴瀬川・吉田川流域の現指定管理者の非公募での選定 

一部の業務を除き通常の維持管理が可能な「鳴瀬川・吉田川流域」については、原則

として公募により指定管理者を選定すべきであるが、以下の理由により非公募により現

指定管理者を新たな指定管理者に選定することが適切と判断した。 

 

（ア）鹿島台浄化センター及び大和浄化センターは、津波によって被災した他の浄化セ

ンターに比べて比較的被害が少ないものの、地盤沈下や施設の破損等が生じており、

指定管理者は、当分の間県の復旧工事に協力しながら下水処理を行わなければならな

いこと。 

（イ）仙塩焼却炉が平成２５年度前半まで使用不能なため、指定管理者は民間の汚泥受

入施設に汚泥処分を依頼しなければならない状況であるが、数社しかない汚泥受入施

設の中で被災している施設もあり、さらに受入可能な施設に他自治体からも受入依頼

の集中が予想されるなど、汚泥の受入先が十分に確保出来ない状況であり、公募によ

り競争させることがなじまないこと。 

（ウ）現６流域の民間指定管理者は、施設に慣れるまで３ヶ月～半年かかり、1 年を通

して下水処理を行うことで、施設の特徴を生かした効率的で安定的な現在の下水処理

を行えるようになった経緯があることから、このような特殊な状況下で指定管理者を

交代させることは、安定的かつ確実な下水処理及び汚泥処理の実施に不安があるこ

と。 

（エ）非公募であっても選定作業を行うことで、これまでの指定管理で得られたノウハ

ウに基づく創意工夫を指定管理料に反映させることが可能であること。 
 
（３）鳴瀬川・吉田川流域下水道指定管理者選定委員会の実施 
 平成 23 年 6 月 28 日を皮切りに計 4 回の選定委員会を実施して非公募により従前の指定

管理者である石垣メンテナンス（株）を指定した。 
選定委員には、前年度に（一般公募を 23 年度に行うため）予定していたメンバーがあたる

こととなった。 
 
 
 
指定管理者選定委員会委員名簿 
 

 東北大学大学院工学研究科教授    大村  達夫（委員長） 
 東北学院大学経営学部教授      佐々木 郁子 
 日本下水道事業団東北総合事務所長  青木   実 
 仙台市建設局下水道経営部長     田口  美之 
 石巻市建設部下水道課長       伊藤  正幸 
 宮城県土木部下水道課長       菅原 敬二（第 1 回は武井 昌彦） 
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選定スケジュール 
 

第 1 回（平成 23 年 6 月 28 日）：委員会の設置と委員長の選出 
委員会の運営要領を決定 
非公募による選定を行うことを確認 

第 2 回（平成 23 年 7 月 25 日）：選定の進め方の確認 
                 指定要領の確認 
                 選定基準と決定方法の確認 

第 3 回（平成 23 年 9 月 12 日）：事前審査関係の報告・確認 
                 書類審査による申請書類の確認 
                 ヒアリングの日程調整 

第 4 回（平成 23 年 10 月 20 日）：申請者からのヒアリングを実施 
                 各委員による評点・審議・決定 
                 今後に向けた意見交換 
 

【２】第３期指定管理者の選定（平成 26～30 年度） 

平成 26 年度からの第３期については，指定期間を５年間とし，これまで実施してきた民

間指定管理者に対する監督・モニタリング評価により十分な管理運営が行われてきたこと

が証明されたことから，民間事業者においても管理運営が可能であると判断し，前期と同

様に７流域下水道を４ブロックにして，全てのブロックの指定管理者を公募とした。 
 
（１）流域下水道指定管理者選定委員会の実施 
  平成 25 年度で指定期間が終了する７流域下水道施設の指定管理者について，平成 25

年 5 月 27 日を皮切りに計５回の選定委員会を開催し，全ての流域を公募として指定管理

者候補者を選定した。 
選定委員には，前回の同じ（役職）メンバーにより審議していただいた。 

 
○指定管理者選定委員会委員名簿 

 東北大学教授            大 村  達 夫（委員長） 
 東北学院大学経営学部教授      佐々木  郁 子 
 日本下水道事業団東北総合事務所長  森 山  正 美 
 仙台市建設局下水道経営部長     佐々木 隆 之 
 石巻市建設部下水道課長       三 浦  幸 喜（第 2 回まで齋藤 正孝）

 宮城県土木部下水道課長       高 橋  一 朗 

 
○選定スケジュール 
第 1 回（平成 25 年 5 月 27 日）：委員長の選出 
               委員会の運営要領の確認 

全流域公募による選定を行うことを確認 
選定の進め方の確認 
募集要項・評価基準の変更点を確認 

第 2 回（平成 25 年 7 月 9 日）：募集要領の確認 
                 評価基準と決定方法の確認 
    【平成 25 年 7 月 23，30 日，8 月 9，29 日に各委員の処理場視察を実施】 
    【公募受付期間：平成 25 年 8 月 1 日～9 月 17 日】 

第 3 回（平成 25 年  9 月 30 日）：資格審査関係の報告・確認 
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書類審査による申請書類の確認 
事務局採点項目の確認 

                ヒアリングの日程確認 
第 4 回（平成 25 年 10 月  3 日）：事務局採点項目の採点結果の報告・確認 
                申請者からプレゼン及びヒアリングを実施 
第 5 回（平成 25 年 10 月 25 日）：各委員の評点取りまとめ結果の報告 
・               審議及び選定結果の決定，答申の決定 

                  今後に向けた意見交換 
 
（２）第３期指定管理者の選定結果について 
  選定委員会で答申していただいた全流域の指定管理者候補者は，平成 25 年 11 月議会

の議決を経て指定管理者に指定された。 
 二つのブロックについてはこれまでの指定管理者が指定され，また，残る二つのブロ

ックには(一財)宮城県下水道公社と(株) ウォーターエージェンシーで組成した，「みやぎ

流域下水道施設管理運営共同事業体（みやぎ甦水コンソーシアム）」が指定管理者として

指定を受け，それぞれ平成 30 年度までの管理運営を行なっている。 
 

（３）今後の展開について 
下水道事業における今後の展開は，普及率の向上はもとより，長寿命化対策を含めた，

下水道施設の計画的な改築と，施設の適正な運転や維持管理が重要となっていく。 
全国的にも初めての試みとなる下水道公社と民間事業者のコンソーシアムが，さらに

質の高い管理を先導し，成功事例として全国に発信されていくことを期待している。 
また，水ｉｎｇ(株)及び(株)アイ・ケー・エス（旧石巻環境サービス(株)）においては，

第 2 期に続く指定となるが，東日本大震災からの復旧を含む前期の経験を生かして，更

なる管理技術の向上が図られることを期待している。 
なお，流域下水道施設の管理運営の変遷は下表のとおりである。 

 

 指定管理者制度導入  全流域【公募】

第１期 第３期

S62.8 H4.4 H10.4 H12.7 H16.4 H18.4 H21.4 H24.4 H26.4　
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

S62.8 H4.3 H10.3 H12.6 H16.3 H18.3 H21.3 H24.3 H26.3 H31.3　

1 仙　塩

みやぎ流域
下水道施設
管理運営

共同事業体

2
阿武隈
下　流

水ing(株)

鳴瀬川

吉田川

北上川
下　流

迫　川

北上川
下流東部

※みやぎ流域下水道施設管理運営共同事業体は，代表者：一般財団法人宮城県下水道公社
 構成員：(株)ウォーターエージェンシー

流域下水道施設　管理運営の変遷

公社

委託
公社

委託

公社

指定管理

【非公募】

石垣メンテ
ナンス(株)
【非公募】

水ing(株)
【公募】

公　社
【非公募】

石巻環境
サービス(株)

【公募】

みやぎ流域
下水道施設
管理運営

共同事業体

(株)アイ・
ケー・エス

（旧 石巻環境
サービス(株)）

第２期

流域名
ブロ
ック

4

3
石垣メンテ
ナンス(株)
【公募】

県
直営

公社

委託
公社

委託
公社

委託
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